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５．専門支援 

 

（１）高次脳機能障害への支援 

１）事業背景 

     事故による頭部への受傷や、脳における疾病の発症に伴う注意障害、記憶障害、遂行機能障害、

社会的行動障害等の影響から日常生活に制約を生じる高次脳機能障害について、その当事者の自立

や社会参加を推し進めるにあたっては、包括的な医療・福祉サービスが必要とされている。 

     平成 20 年度に報告された東京都の実態調査をもとに、滋賀県内の実態を推計すると約5,000 人

の高次脳機能障害の方がいると考えられる。しかし、国のモデル事業の終了時、高次脳機能障害の

ある方に対する専門的医療機関が県内には存在しておらず、近隣他府県の医療機関等を頼らざるを

得なかった。 

そのような背景を踏まえ、県立リハビリテーションセンター（以下「当センター」）は開設当初

より高次脳機能障害に係る診断・評価・リハビリテーション（以下「リハ」）について専門的役割

を担ってきた。また、同時に高次脳機能障害支援センターなどの高次脳機能障害にかかる支援機関

や支援者と協働しながら支援体制整備などを行っている。 

しかしながら、高次脳機能障害については、30 代～50 代の働き盛りの年齢層の受傷数が多いこ 

と、周囲から理解されにくい障害であること等の特徴から医療機関のみで支援することは困難であ

るため、医学的リハを含め支援体制が十分に整ったとは言い難い現状である。 

そういった現状に対して当センターは、医学的リハの視点（【疾患】や【心身機能・身体構造】）

を強みにもち、包括的に高次脳機能障害者を捉え支援するため、人材育成や啓発、調査・研究等を

行い、各種機関と協働して高次脳機能障害者のリハに寄与することを目的として事業を展開してい

る。 

 

２）目的 

     県内の高次脳機能障害のある方が地域生活や社会生活を送ることができるよう、高次脳機能障害

にかかる課題の把握や、医療・リハ資源を含めた支援の資質向上を他機関と連携して行うことを目

的とする。 

 

３）実績 

①人材育成 

◆主 催（＊１詳細は、教育研修事業欄p14参照） 

・高次脳機能障害コースSTEP１（34名）*1 

令和元年8月4日（日） 13：30～16：30  

     大津市立平野公民館 

     「高次脳機能障害の基礎理解」 

 

・高次脳機能障害コースSTEP2B（48名）*1 

     令和元年9月29日（日）9：30～12：30  

高島市民病院 

     「生活における高次脳機能障害の捉え方や対応法B」 
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・高次脳機能障害コース （ 名）

令和元年 月 日（日） ： ～ ：

高島市民病院

「支援を支える社会資源 ～知る事が大きな差を生む支援～ 」

◆共催・協力

・甲賀圏域高次脳機能障害勉強会

主催：甲賀圏域高次脳機能障害連絡調整会議

甲賀圏域地域障がい児・者サービス調整会議

令和元年 月 日（火）甲南病院

・湖西圏域高次脳機能障害勉強会

主催：滋賀県高次脳機能障害支援センター

令和元年 月 日（木） 今津老人福祉センター

・大津圏域高次脳機能障害勉強会

主催：滋賀県高次脳機能障害支援センター

共催：大津市障害者自立支援協議会

大津市介護支援専門員協会

大津市

令和元年 月 日（金） 明日都浜大津

・滋賀県高次脳機能障害支援専門研修会

主催：滋賀県高次脳機能障害支援センター

令和元年 月 日（土）滋賀県立むれやま荘 会議室など

・東近江圏域高次脳機能障害勉強会

主催：東近江圏域高次脳機能機能障害医療福祉ネットワーク会議

令和元年 月 日（水）アピアホール

・滋賀県高次脳機能障害支援専門研修会フォローアップ研修会

主催：滋賀県高次脳機能障害支援センター

令和元年 月 日（日）滋賀県立むれやま荘 会議室など

・滋賀県高次脳機能障害リハビリテーション講習会

主催：脳外傷友の会しが

令和 年 月 日（土）北ビワコホテル グラツィエ
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・湖北圏域高次脳機能障害勉強会

主催：湖北圏域高次脳機能障害連絡調整会議

長浜市

米原市

長浜米原しょうがい者自立支援協議会

令和 年 月 日（月）長浜市役所

②会議・委員会・検討会等への出席

・滋賀県高次脳機能障害リハビリテーション講習会実行委員会

主催：脳外傷友の会しが

第 回 令和元年 月 日（月）

第 回 令和元年 月 日（水）

・滋賀県高次脳機能障害専門チーム会議

主催：滋賀県高次脳機能障害支援センター

第 回 令和元年 月 日（金）

第 回 令和 年 月 日（水）

・滋賀県高次脳機能障害専門チームアウトリーチ支援

主催：滋賀県高次脳機能障害支援センター

令和元年 月 日（金）

・甲賀圏域高次脳機能障害支援機関連絡調整会議

主催：社会福祉法人さわらび福祉会

第 回 令和元年 月 日（水）

（事前打ち合わせ：令和元年 月 日、 月 日、令和 年 月 日、 月 日）

・東近江圏域高次脳機能障害支援機関連絡調整会議

主催：東近江健康福祉事務所（東近江保健所）

第 回 令和元年 月 日（金）

第 回 令和元年 月 日（水）

第 回 令和元年 月 日（金）

・湖北圏域高次脳機能障害支援機関連絡調整会議

主催：滋賀県高次脳機能障害支援センター

第 回 令和元年 月 日（火）

（事前打ち合わせ：令和元年 月 日、 月 日、 月 日）
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・湖西圏域高次脳機能障害支援機関連絡調整会議 

     主催：滋賀県高次脳機能障害支援センター 

第1回 令和元年6月18日（火）  

（事前打ち合わせ 令和元年6月13日） 

 

・大津圏域高次脳機能障害支援機関連絡調整会議 

  主催：滋賀県高次脳機能障害支援センター  

     第1回 令和元年9月3日（火） 

     第2回 令和元年12月11日（水） 

（事前打ち合わせ 令和元年5月9日） 

 

・滋賀県高次脳機能障害対策推進会議 

     主催：滋賀県健康医療福祉部障害福祉課 

第１回 令和2年1月17日（金） 

（事前打ち合わせ 令和元年11月18日、12月19日、12月25日、12月27日、令和2年1

月10日） 

 

③相談 （*事業推進係のみの集計） 

・相談 （3件） 

 

④その他（学会等の出席・報告） 

    ・令和元年度第1回高次脳機能障害支援コーディネーター全国会議 

主催：国立障害者リハビリテーションセンター 

       令和元年6月26日（水） 

 

４）事業の方向性  

・支援者が高次脳機能障害者の地域生活を知り、その支援を考える機会を設け、地域社会生活を

見越した支援が実施できることを目指す。 

・各圏域の連絡調整会議において、圏域の高次脳機能障害者支援について支援者が考えるために

情報提供やコーディネートを行うことができる。 

・医療機関で実施すべき診断、評価、リハが適切に提供され、また、本人、家族が有する地域社

会生活上での課題に対して地域のあらゆる支援者が必要な場面で関与でき、そのために連携で

きる体制を考える。 

・あらゆる職種が他職種の専門性も理解したうえで、自らの専門性を活用し、各種支援機関との

共同支援や支援体制の構築に向けた検討を行い、対象者の社会生活を支える支援を協働できる

ようにする。 
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（２）就労等医学的支援事業

１）事業背景

障害のある方の二次障害に関して、本県では当事者団体などの積極的な取組により、「障害のあ

る方が安心して受診できる専門医療機関の設置」と、「二次障害の予防・軽減に関わる相談検診シ

ステムの構築」が公的な保障の下、整備されることの要望が出された。

これを契機に、平成 年度県立リハビリテーションセンターでは、二次障害予防のための頸椎

検診事業を実施した。併せて、二次障害を予防するために必要な環境や用具について検討を行う

ことを目的に、「二次障害予防のための調査研究・支援事業検討委員会」も設置した。

頸椎検診事業も含めた協議で、日中活動の場である就労支援事業所において当事者または支援

者の二次障害予防への意識や配慮が不十分であり、当事者を取り巻く人的・物的配慮の変化をも

たらす事業展開が今後必要であるという結論に至り「職場などで取り組む二次障害予防推進の取

組」を実施する運びとなった。

しかし、個別相談のみの対応では、二次障害予防についての理解促進は不十分であり、支援者

や周囲の職員理解を促すことを目的に平成 年度より作業所に出向いて研修会を開始した。また、

平成 年度には、一般就労をされている方に対し就労定着に向けた事業も開始した。

平成 年度からは、障害のある方に対する支援として「二次障害予防総合推進」、「環境調整研

修事業（出前研修）」、「就労定着支援事業」の各事業を一つに統合し就労等医学的支援事業として

実施した。また、平成 年度からは相談対象者の事業所における支援計画書を見せて頂き、支援

の方向性を確認しながらアドバイスできるよう試みた。

令和元年度からは、入所施設についても訪問支援できるように対象を広げ、利用者の計画作成

にあたる相談支援専門員あてにも募集を開始した。

２）二次障害予防

①目 的

現状の就労支援に係る対象者においては、身体障害、知的障害、精神障害の方だけではなく、

高次脳機能障害や難病、発達障害の方など広がりを見せており、障害のある方が長く職務や活動

を継続するには、多面的な支援が求められている。

そこで、医学的リハビリテーションの視点等を現状の就労支援施策や取組の中に加えることで、

障害のある方の二次障害予防の推進を図ることを目的とする。

②事業内容

障害のある方（以下「対象者」）が従事する職場や活動の場に、県立リハビリテーションセンタ

ー職員（理学療法士、作業療法士、保健師）が訪問し、対象者を身体・認知機能や作業能力など

の面から評価し、それに応じた作業および就労環境の整備や職務内容の提案、医療機関との連携

や二次障害予防に向けた体操指導などを行う。
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③対 象

下記に該当し、事業について本人および雇用事業主の賛同が得られた支援者ならびに対象者。

・雇用されているが、障害（身体・認知側面が原因）によって仕事がうまくできない。

（時間がかかる、状況判断が難しい、一人で判断して仕事ができない、体に痛みがある、う

まく休息がとれない、健康管理ができない、やれることはやれるがもう少し工夫出来ない

かと思う。）

・作業を行う中で誤った身体の使い方により二次障害が危惧されるなど問題が生じている。

④訪問チーム

県立リハビリテーションセンター 事業推進係職員（理学療法士、作業療法士、保健師）

地域リハビリテーション人材育成研修修了生または対象地域のリハビリテーション専門職

⑤協力・連携機関

滋賀県社会就労事業振興センター、県障害福祉課

本事業の実施に伴い協力連携が必要となる関係機関

⑥方 法

県立リハビリテーションセンターに相談があった機関（就労移行支援・就労継続支援 ・ 型

事業所・入所施設等）に対し、個別ケースの訪問や出前研修を実施し、事業所職員と一緒に支

援内容や方法の検討を行う。（連携機関の職員が同行する場合もあり。）

相談対象者を 事業所 名までとし、事前に問診表と個別支援計画書を提出していただき、

連携すべき機関がある場合は情報共有した上で訪問した。

⑦実施期間

令和元年 月 日から令和 年 月末日

⑧費 用

原則無料。但し、備品改良や研修にあたり必要な消耗品などの実費は、施設・個人負担とする。

⑨その他

施設に対し原則 回とする。また、実施にあたっては土、日、祝日以外とする。
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⑩事業実績

・訪問件数（就労移行支援・就労継続支援 ・ 型事業所等）

圏 域 訪問箇所 相談人数

大 津

南 部

甲 賀

東近江

湖 東

湖 北

高 島

合 計

・相談内容

主な相談内容は肩こり・腰痛およびそれに付随する軽微な不定愁訴 さらに姿勢、活動の不活

発化による肥満等である。

以前に当事業を利用したことのある事業所からの相談が多い。当該事業は個人の支援ではな

く、事業所職員への職場環境や作業姿勢・内容を考える上での支援であるが、その点が理解さ

れていない場合がある。

関係機関と連携し地域のセラピストと同行訪問することで継続的な支援につながったケース

については非常に有効な機会になった。事業所より定期的なリハビリ訪問が欲しいとの声があ

り、 病院と委託契約することとなった事業所もある。

令和元年度は、視覚障害者の環境設定やリハビリについての相談もあり、視覚障害者福祉セ

ンターと連携し支援を検討する事例もあった。

⑪その他

これまでの事業全体を総括するまとめの冊子を発行し、県内医療機関のリハビリテーション

科、障害福祉事業所、相談支援事業所、市町障害福祉課へ送付。

⑫事業の方向性

事業所の支援として、事業所職員が自分たちで利用者の作業環境や姿勢・内容を見直すこと

ができるようにするための事業であることを理解した上で申し込んでいただけるような働きか

けが必要と考える。

相談支援専門員へ二次障害予防の啓発が必要であり、まとめの冊子を活用し啓発に取り組ん

でいきたい。

また、継続してその地域のリハビリテーション専門職（以下、「リハ専門職」）から身近にフ

ォローが受けられるように、地域のリハ専門職とともに体制作りを実施していきたい。
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３）企業・就労定着支援

①事業の背景と目的

企業における障害者雇用においては、就労を望む障害のある人の希望や、疾病・障害特性が

多様化する中にあって、個々の状況に応じた就労支援が求められている。また、就労を支援す

る機関は多岐に及んでおり、どの機関を利用しても必要な支援に結びつくように、身近な地域

における支援機関ネットワークの構築が求められている。

作業療法士や理学療法士等、リハ専門職の視点は、疾病や障害の状況を身体機能・認知機能・

遂行機能等の側面から評価することで、就労場面で生じている問題を理解することができ、就

労支援の一助になることが見込まれている。しかし、現状ではリハ専門職が地域の自立支援協

議会等へ参加することが少ないことや、就労に関する十分な知識等がないことから、就労支援

機関と十分な連携が出来ているとは言い難い。

そのため、疾病や障害の状況を把握する際に、就労支援機関等の依頼に応じてリハビリテー

ションセンターのリハ専門職が相談・訪問に同席し、就労支援機関等と共同で支援を行うとと

もに、事業を通じて、企業における障害者雇用の課題に対するネットワークにリハ専門職が関

与できることを目指す。

②実 績

・事業説明 情報収集

事業広報

（圏域自立支援協議会、働き・暮らし応援センター会議、県立リハビリテーションセンター

ホームページ）

・就労支援機関からの相談 訪問支援

件（疾患や障害の理解と仕事での配慮についてや、医療機関へのかかり方について等。）

・会議・大会等出席

働き・暮らし応援センター会議 平成 年 月 日（月）

障がいのある人たちの「働きたい」を応援する懇話会 令和元年 月 日（土）

重度障害者の在宅雇用に取り組む企業説明会 令和元年 月 日（月）

医療機関・相談支援機関等スタッフ向け就労支援研修会 令和元年 月 日（水）

・就労支援の現状について他機関との情報交換

滋賀県社会就労事業振興センター 令和元年 月 日（火）

びわこリハビリテーション専門職大学 令和 年 月 日（木）

③事業の方向性

これまでの取組の中で、働き・暮らし応援センター等の就労支援機関からは、身体機能や知覚

認知機能の状態が生活や社会的な行動とどのように関連しているかを理解するのに役立ち、環境

整備や業務の選択を行うことの根拠として利用できるという意見を頂戴しているが、リハビリテ

ーション専門職と就労支援機関職員との連携機会は少ない。

働き・暮らし応援センター等からの個別相談に対応しつつ、医療機関等の送り出し機関と就労

支援機関の連携が促進されるような体制作りを進めていく必要がある。
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（３）神経難病に関わる支援事業

１）はじめに

難病の患者に対する医療等に関する法律（以下「難病法」）が平成 年 月 日に施行され、

難病の患者に対する医療費助成に関しては、公平かつ安定的な制度を確立するほか、基本方針の

作成、調査及び研究の推進、療養生活環境整備事業の実施等の措置が講じられることとなった。

難病法では、「難病」を「発病の機構が明らかではなく、かつ、治療方法が確立していない希

少な疾病であって、その疾病にかかることにより長期にわたり療養を必要とすることとなるも

の」と定めている。

リハビリテーションについては、症状の出現に伴い、活動量が低下すること（廃用）による生

活機能の低下を予防する観点等から、早期からのリハビリテーション・生活の中での活動が必要

であると考えられるが、そのための支援は十分ではない。難病の方はもちろん難病の方を支援す

る方々に対し、リハビリテーションを普及啓発するとともに、発症早期から患者教育が行われる

ような取組の推進が必要である。

また、地域で暮らす難病の方がより良質な生活を送れるよう、在宅生活や社会経済活動等を実

施しながら、病期に応じたリハビリテーションの実施や生活上の相談ができるよう、様々な機関

と連携し取組を推進していく必要がある。

２）実施結果

①「楽しく笑顔でリハビリ教室」への協力 （主催：滋賀県立障害者福祉センター）

令和元年度、障害者福祉センターや地域で展開される教室について、提供するプログラムの内

容や参加者の状況変化などについて技術的な支援や助言を行った。

・事業推進委員会への参加

・事業推進小委員会への参加

・滋賀県立障害者福祉センターで実施される事業へ助言者として参加（作業療法士等）

会場 滋賀県立障害者福祉センター （会議室、アリーナ等）

月 内 容 参加人数

体力測定、問診、初回評価、パーキンソン病毎日体操の指導

ボッチャ、パーキンソン病毎日体操中間評価

医療講演会 （滋賀県立総合病院 中馬医師）

体力測定、最終評価、パーキンソン病毎日体操最終指導 中止

同じ疾患を持つ方々がスポーツや活動を通して一緒に楽しみ、またコミュニケーションを取る

機会はそう多くない。そのため、教室への参加は、体力の維持・向上および社会参加の促進のた

めの貴重な機会と考えられる。また、このような社会参加を教室終了後も継続されることが重要

と考えられる。

また、地域への出前事業として各保健所等の関係機関と連携し、教室の開催も進められており、

現在県内 圏域での地域開催が定着してきている。

当センターは、当該事業の内容や参加される方に対して、専門的な助言や指導等を中心に行っ

てきたが、指導に対する評価や参加者のニーズに合わせた支援の検討等を行っていく必要がある。
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②難病リハビリテーション専門相談事業 （協力：各健康福祉事務所）

難病はその疾患特性から進行すると日常生活活動に支障をきたし、活動の不活発化が危惧される。

そこで、難病の方がより良い在宅生活、社会参加が継続できるよう、各健康福祉事務所において難

病リハビリテーション専門相談事業を実施した。

当事者や家族からの個別相談に対応し、体操の指導や日常生活における指導、その他リハビリテ

ーションに係る必要な情報提供を行った。

（実績）相談人数 名 （ 回実施）

平成 年度から全ての県型保健所において、特定医療費更新手続き時にリハビリテーション専門

相談事業を実施している。

主な相談内容として、自主練習の指導・確認が最も多い。ついで、生活の中での活動に関する相

談等が続いている。

また、困りごととして相談されるが、すでに、医療機関やサービス事業所を利用している方が多

く、どう不安や困りごとを、医療者や支援者に相談していいのか分からない状況が伺えた。

本リハビリ専門相談が、体操のみならず、活動や参加に対する意識を高める機会となるとともに、

リハビリや生活・サービスに関する相談や困りごとを本人や家族と整理する機会となっている。

本相談事業をきっかけに、生活上の困りごとを把握し、保健所保健師による支援の継続に繋がる

こともある。

以上のことから、今後も、保健所保健師と相談内容やその後の方針を共有できるよう努め、本相

談事業がより有効に機能し、より良い支援に繋げていく必要がある。

機 関 年月日 相談人数 診 断 名

南部健康福祉事務所 元 人 強皮症、後縦靭帯骨化症

元 人

甲賀健康福祉事務所 元 人 パーキンソン病 人、脊髄小脳変性症、多系

統萎縮症

元 人 パーキンソン病

東近江健康福祉事務所 元 人 パーキンソン病、突発性血小板減少性紫斑病

元 人 パーキンソン病、悪性関節リウマチ、強皮症

湖東健康福祉事務所 元 人 パーキンソン病、後縦靭帯骨化症

湖北健康福祉事務所 元 人 パーキンソン病、筋委縮性側索硬化症、後縦

靭帯骨化症

高島健康福祉事務所 元 人 パーキンソン病 人
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③その他各機関への協力

年月日 機 関 内 容

元 東近江健康福祉事務所 パーキンソン病患者交流会への技術的支援

元 湖東健康福祉事務所 パーキンソン病患者交流会への技術的支援

元 湖東健康福祉事務所 難病相談（自宅訪問）

元 甲賀健康福祉事務所 パーキンソン病患者交流会への技術的支援

元 県庁 第 回保健所における難病保健活動マニュア

ル【滋賀県版】の見直し検討会への参画

元 県庁 第 回保健所における難病保健活動マニュア

ル【滋賀県版】の見直し検討会 難病コミュ

ニケーション支援ワーキング部会への参画

元 県庁 県難病対策協議会への参画

東近江健康福祉事務所 難病対策地域協議会への参画

県庁 第 回保健所における難病保健活動マニュア

ル【滋賀県版】の見直し検討会 難病コミュ

ニケーション支援ワーキング部会への参画

湖東健康福祉事務所 難病対策地域協議会への参画

県庁 第 回保健所における難病保健活動マニュア

ル【滋賀県版】の見直し検討会への参画

南部健康福祉事務所 難病対策地域協議会への参画

④神経筋疾患患者に対するコミュニケーション機器導入支援の実態調査の実施

神経筋疾患等の進行性難病により重度の肢体不自由および音声言語機能障害を有する患者に対 
するコミュニケーション支援の強化は、質の高い療養や日常生活を営む上での意思疎通を行うため

に非常に重要な支援課題の一つである。 
また、コミュニケーション支援を含む、療養生活の支援においては、医療・福祉・介護の多岐に 

わたる側面からの支援が必要である。 
そこで、今回、県内の各関係機関におけるコミュニケーション支援の実態を明らかにするととも 

に、地域におけるコミュニケーション支援の円滑な連携につなげるための資料とすることを目的に

実態調査を実施した。

（調査の概要）

調査対象機関 神経内科もしくはリハビリテーション科を標榜する病院

通所リハビリ事業所（以下、「通所リハ」）、訪問リハビリ事業所（以下、

「訪問リハ」）、訪問看護ステーション（以下、「訪問看護」）

調査方法 各対象機関の代表者（病院については、リハビリテーション科技師長）あて

に、令和元年 月に調査票を郵送。

回答用紙に記載後、返信用封筒での返信を依頼した。

回答の状況 依頼機関数： 件 回答機関数： 件 回答率： ％
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結果の概要 ・病院、訪問リハからの回答は ％を超えたが、通所リハ、訪問看護は ％

に満たず、全体で ％の回答率となった。

・「今後、コミュニケーション機器支援への対応の必要性を感じている」と

回答した機関が最も多く 件（ ％）、次いで、「実施している」が

件（ ％）、「今後実施予定はない」が 件（ ％）、「実施してい

た」が 件（ ％）であった。一方、「現在実施はしていないが、依頼

があればできる」と回答した機関が 件（ ％）あった。「実施している」、

「実施していた」、「実施していないが依頼があればできる」と回答した機

関を“支援が可能な機関”と考えると ％となった（ ： ）。

・文字盤等を支援可能とする機関は 件 ％ と多いものの、意思伝達

装置は 件（ ％）、携帯用補助具等のコミュニケーション機器、スイ

ッチの適合、機器に頼らないコミュニケーション手段としての口文字の支援

を行う機関はそれぞれ 件程度（ ～ ％）にとどまった。また、近年、

様々なアプリケーション機器が開発されており、その他として、一部そのよ

うな支援を実施している機関があるものの、かなり限られた状況にあること

が分かった。また、スイッチの適合支援やアプリケーション支援を含めたそ

の他の支援については、病院での支援の比率が他と比べて高く、地域での支

援事業所で「支援可能」と回答する機関が少ない状況が分かった（ ）。

・病院においては、入院時の支援は 件（ ）あるものの、外来支援が

可能な病院はその半数以下となっている。入院時から、地域での継続した支

援が行える体制作りが重要である。

・「支援を実施している」、「実施していた」と回答した 機関のうち、

機関（ ％）が筋萎縮性側索硬化症（以下、「 」）の支援を経験し

ていた。次いで、脊髄小脳変性症 件（ ％）、脳幹梗塞が 件 ％ 、

多系統萎縮症が 件 ％ とこれに続いた。 のコミュニケーション支

援については、様々な経過、支援方法を要するため、 を支援している機

関においては、支援の蓄積が期待される 。

・支援時に実施している内容としては、「本人・家族からの情報収集」が

件（ ％）と最も多く、次いで、「身体認知能力評価」が 件（ ％）、

「補助具・支援機器の情報提供」が 件（ ％）であった。また、「本

人への使用方法説明」が 件（ ％）、「スムーズな使用のための操作

訓練」が 件（ ％）、「環境の評価・調整」が 件（ ％）、「家

族への使用方法の説明」が 件（ ％）、「軽度時からのパソコン利用

の働きかけ」が 件（ ％）であった。一方、「見直しに関する環境面

の評価・調整」、「見直しに関する身体・認知能力評価」はともに 件（ ％）

にとどまり、「提供業者の紹介・仲介」は 件（ ％）、「サポート業

者の紹介・仲介」は 件（ ％）、「訪問による調整」は 件（ ％）

にとどまった。「関係機関との情報共有」は 件（ ％）、「カンファ

レンスへの参加」は 件（ ％）であり、特に地域の事業所において、
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実施・参加率がより高い状況であった 。

・ケアマネジャーを連携先とする回答がいずれの機関でも多く 件 ％）

であり、連携のハブになっていると考えられる。それに次いで、地域の中で

難病支援を行う保健所が連携先として 件（ ％）挙げられており、特

に地域の事業所が保健所を連携先として挙げていた。一方、機器提供業者・

機器サポート業者との直接的な連携は一部にとどまっており、これらの業者

については、連携の機会がないか、もしくは他の機関、本人・家族が直接連

携をとっていることが推察された 。

・課題については、コミュニケーションについて様々なアプリケーション、

支援機器が開発される中で、「知識がない」ことを課題とするものが多く、

ついで、身体・環境面の評価ポイントなど支援遂行に関することが続いた。

また、取扱業者、相談先、支援の際の経費、継続的支援に関することが次に

続いた。継続的支援や事業所との連携については、特に、病院で課題として

挙げられる割合が高かった。そのほか、「相談依頼がない」、「支援の機会

がない」との回答も各 件（ ％）あり、連携を含めた地域の支援体制

の充実と役割や資源の見える化が必要と考えられた 。

・希望する研修については、「制度・手続きについて」が 件（ ％）、

「アプリケーション支援について」、「身体機能と機器の適合に関するアセ

スメント」がそれぞれ 件（ ％）、「携帯用補助装置の支援方法」が

件（ ％）、「意思伝達装置の使用方法について」が 件（ ％）、

「スイッチの種類と適合支援について」が 件（ ％）で希望があった。

「口文字の活用・支援方法」は 件（ ％）や「文字盤等の使用・支援

方法について」は 件（ ％）とこれらについても一定機関数が希望を

していた。「その他」と回答した機関は 機関（ ％）であった。コミュ

ニケーション支援については、「支援機器、支援方法について十分な知識が

ない」と回答する機関が多く、利用時の制度・手続きまで含め、全般的に研

修を希望している状況が明らかとなった（ ）。

神経筋疾患等の進行性難病等により重度の肢体不自由および音声言語機能障害を有する患者に対

するコミュニケーションの確保は、要介護状態での意思疎通にかかわる問題であり、日常生活にお

いて不可避な課題である。 
今回、調査を実施した結果、今後、滋賀県においてコミュニケーション支援の充実を図るために 

は、スイッチの適合支援、見直しに対する能力評価・環境評価 調整、要調整時の関係機関との情報

共有・カンファレンスなど、機器の使用開始時の評価・適合支援のみならず、病気の進行に応じた

継続的なコミュニケーションの質の保障に向けた連携や、評価・調整に向けた体制の充実が重要で

あること。また、支援機器等に対する「知識がない」ことに対する研修機会の確保等のアプローチ

が必要と考えられた。

本調査については、コミュニケーション支援を行う機関に向けた調査結果から見た現状であり、

本人・家族、また支援のハブとなるケアマネジャー・相談員、保健所からみた地域の現状・課題と

整合を取り、コミュニケーション支援の充実に向けた方策を検討していく必要がある。
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（４）福祉用具普及啓発事業

１）目的

退院された患者や地域で暮らす高齢者や障害者が、速やかに生活復帰や社会参加を果し豊かな生

活を送るために、福祉用具のさらなる普及啓発を行い、適正に利用されることが必要であると考え

られる。

高齢者や障害者が豊かな生活を送れるよう、福祉用具の普及啓発と適正な利用に向け、支援者の

知識向上を目的に研修会を実施する。

２）実施結果

令和元年 月 日（木）福祉用具セミナー・展示体験会

（主催：県立リハビリテーションセンター、社会福祉法人滋賀県社会福祉協議会、

一般社団法人日本福祉用具供給協会滋賀ブロック、滋賀県介護支援専門員連絡協議会）

講 演 「動作のサポートと姿勢管理で自立支援と廃用性予防

～ノーリフトとポジショニング～」

講 師 一般財団法人ナチュラルハートフルケアネットワーク

代表理事 下元 佳子 氏

場 所 滋賀県立長寿社会福祉センター

参加者 名

内 容 ノーリフトとポジショニングの目的および実践、事業所でのリスク

アセスメントと労働安全衛生マネジメントとして取り組む必要性について

（５）補装具等適正利用相談支援事業

１）目 的

車椅子や装具等の補装具は、身体や生活環境の変化による不適切な使用により、痛みや変形の発

生に繋がることから、補装具が使用者において適正に利用されるよう事業を実施。

２）令和元年度までの事業の経緯

義肢・装具の利用において、当事者や支援者への制度理解の促進や、支給履歴の管理における体

制整備を目的に、①専門職向けの講演 ②当事者向けのリーフレットの作成・配布 ③「義肢・装

具 管理手帳」の作成・配布 ④アンケートを実施してきた。

３）令和元年度の事業内容

①「義肢・装具 管理手帳」の配布

県内で活動する義肢装具作製業者を対象に、継続して配布した。

②利用者を対象としたリーフレットの配布

セルフ・チェックシートによる義肢・装具の傷み具合や不適合の確認や、適切な時期に申請が

できるよう支給までの流れを記載したリーフレットを、義肢装具作製業者による利用者への手

帳配布時に併せ配布した。
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◆「義肢・装具 管理手帳」

◆「利用者を対象としたリーフレット」

４）事業の今後について

「義肢・装具管理手帳」が有効に継続した活用ができるよう、義肢装具作製業者あてに事業の効

果や課題についてのアンケートを実施し、今後の管理手帳の内容や扱い方の参考とする。
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（６）通所介護事業所に対する運動機能及び生活機能向上支援事業

１）目 的

通所介護事業所で実施される「個別機能訓練」については、平成 年の介護保険診療報酬改定

で整理がされたところである。そのなかで「個別機能訓練加算を算定する利用者については、住

み慣れた地域での在宅生活を継続することができるように、生活機能の維持または向上を目指し

機能訓練を実施することが求められる」とされている。（老振発第 第 号、通所介護及び短

期入所生活介護における個別機能訓練加算に関する事務処理手順例及び様式例の提示について）

本県では、これらの事業所に対しサービスの質の確保・向上を図るために取り組んでいるとこ

ろであるが、生活リハビリテーションの視点でのプログラムの立案や実施に不安を感じていたり、

苦慮していたりする事業所があるとの報告がある。

そこで事業所が提供している個別機能訓練により、利用者の生活機能維持・向上や生活の質

（ ）の向上が図られることを目的に当該事業を実施する。

２）事業の内容

･研 修

共同主催：東近江健康福祉事務所 共催：県医療福祉推進課

東近江会場

日 時 令和 年 月 日（月） 第 部 ： ～ ： 、第 部 ： ～ ：

場 所 東近江市役所新館 階、近江八幡市総合福祉センターひまわり館ホール

参加者数 ―

内 容 講 演 「通所介護事業所における個別機能訓練の重要性と実施のポイント」

講 師 滋賀県立リハビリテーションセンター 乙川 亮（作業療法士）

事業所紹介

講 演 「機能訓練で求められるもの～通所介護での機能訓練の実際～」

講 師 社会福祉法人長浜市社会福祉協議会

上野 浩司 氏（理学療法士）

※上記のように開催予定であったが、令和元年度は新型コロナウイルス感染症拡大に伴い中止した。

３）課題及び事業の方向性

平成 年度は医療介護報酬同時改定年であり、特に介護保険分野では自立支援・重度化防止を

重点課題の つとし、通所・訪問リハビリテーションと通所・訪問介護との連携について「生活行

為向上連携加算」が創設・改定された。また、アウトプット指標として「 維持等加算」が創設

された。それらのことにより、個別機能訓練は生活を行うためのものであり、リハビリテーション

専門職と連携し、目標・プログラムを立案し、質の向上を図るように整備された。

しかし、小規模事業所ではその体制が取れない状況であり、これまでに、当該事業を通じて関わ

った事業所全体を見ても利用者に対する目標は具体的な生活目標の記載は少なく、プログラムも機

能重視のものになっている。 維持等加算についても申請している事業所は少ない。
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（７）地域の学校に就学する障害のある児童への支援事業

１）目 的

世界保健機構（ ）は「リハビリテーションは能力低下の改善のみでなく、高齢者や障害者の

社会統合（インクルーシブ）の達成をも目指すもの」と定義している。

県立リハビリテーションセンター（以下「当センター」）では、高齢者、障害児・者のインクル

ーシブをめざし「地域包括ケアシステム」「地域共生社会」の構築実現に向け、すべての人が役割

を担い、それを遂行できるよう各関係機関と連携しながら事業を進めているところである。

教育の現場でも、インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進が図られてお

り、障害のある児童生徒等が十分な教育を受けられる環境を構築するための取組が行われている。

文部科学省においては、特に肢体不自由児の障害の重度化・重複化、多様化等に応じた適切な

教育を行うため、特別支援教育の充実を図るべくインクルーシブ教育システム推進事業のなかで

外部専門家（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等）との連携、活用を促している。

この活動は特別支援学校への支援から始まったものであるが、活動は地域への学校へも広げら

れている。

外部専門家の活用は「教員の児童の捉えの変化」「指導・支援の変化」等教員の専門性の向上、

指導方法等の改善につながっているとの報告もある。

県内の特別支援学校へは既に理学療法士，作業療法士，言語聴覚士の関与があることから、当

センターでは理学療法士・作業療法士が地域の学校の特別支援学級を訪問し、在籍する児童の障

害を評価したうえで、担当教諭に児の障害特性に応じた教育場面における助言を行うことにより、

教諭が児の障害理解を深め、それによる指導の向上や指導方法の改善、さらに児の学校生活が充

実するように取り組むものである。

２）実施主体

滋賀県立リハビリテーションセンター

３）実施期間

令和元年 月～令和 年 月末日（申込みについては令和元年 月～ 月末、評価訪問は

月末までとする。 ～ 月に必要に応じて再相談・再評価を行い確実な問題解決を図る。）

４）対 象

県内小中学校の特別支援学級在学中で、肢体不自由により学習活動に問題を生じている児童生

徒の担当教諭および特別支援コーディネーター

（この事業は学校・教諭に対する支援であり、児童生徒に対する治療を目的とするものではない。）

− 55 −



５）事業の内容（支援の流れ）

①対象児童が在籍する学校が当センターへ申し込みを行う。

電話にて当センターに連絡。その後、申込用紙に必要事項を記入のうえ、当センターに ま

たは電子メールにて申し込む。 その際、学校は事前に対象児童の保護者から事前申し込みに対

して了解を得ておくこととする。

②状況確認と訪問日程の調整

当センターから担当教諭に対して状況確認と訪問に係る日程調整等打合せを行う。

③訪問チーム

滋賀県立リハビリテーションセンター 事業推進係職員（理学療法士、作業療法士）

④訪問時の取組

・現状の把握

現状の学習環境、学習課題の内容・提供方法の把握と、それに対する児童の適応状況から、

現在の機能・能力に対する評価を行い、課題を整理する。

・課題解決に向けた具体的方法の検討と提案

現在の機能・能力に応じた課題の選択・その提示方法や、今後獲得が期待できる能力・

機能を引き出す方法を担当教諭と共に検討する。この際、以降の学習計画の参考となるよ

う、疾患によってはその障害特性の情報提供を行う。

学校でできる具体的な環境調整や対応方法を明らかにし、教授の方法を検討する。（必

要に応じて学習道具の改造の検討等も含む。ただし、これにかかる費用は学校および対象

児の個人負担とする。）

⑤提案書の送付

訪問した職員から学校へ提案書の送付（訪問後約 週間程度内）

⑥介入の実践

対象児童の担当教諭による提案事項の実践（ か月を目途に提案事項を担当教諭が実践）

⑦担当教諭からの報告

提案した内容を学校において ヶ月程度実践した後、担当教諭はその経過報告書（様式 ）を

当センターへ送付する。

⑧再評価

経過報告書の内容を精査し、不具合などがあれば再度訪問し再評価・再提案する。

⑨報 告

年度末に取組を県教育委員会特別支援教育課および訪問学校所管の市町教育委員会に報

告する。
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６）実施結果

・令和元年 月までに、 校 名の児童・生徒の支援を行った。

・依頼された学校は、児童・生徒が定期的に受診している医療機関の担当リハビリテーション専

門職等と実施している学校での取組に関する情報交換において、取組の実効性を高めたいと考

え、当事業を申し込まれた。

・うち 校は学校の困りごとや、事業対象児の社会的な問題などを学校側から市の関係課や相談

支援事業所に相談したが、多忙などを理由に対応いただけなかった。

・もう 校は平成 年度に本事業を利用しており、病状の変化による新たな問題について相談

があった。

７）事業の方向性

・支援級の担当教諭は学習や生活動作に困難さを持つ生徒を、時には数人同時に指導することが

求められる。しかも、学習や生活の困りごとの背景には障害だけでなく、家庭の問題なども複

雑に影響しているため解決は非常に困難なことが多い。身体面にだけのアプローチでは解決し

ないことが多く、より多くの機関と同時にフォローできる体制が必要である。そのネットワー

クづくりに注力していく。
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（８）「地域共生社会」を実現するためのリハビリテーション人材育成プロジェクト

１）目 的

近年、年齢や障害の有無等にかかわらず、すべての人が、その人らしく、それぞれの役割を持

ちながら生活できるよう、地域・暮らし・生きがいを共に創り高め合うことができる地域共生社

会の実現を目指した取組が求められている。

一方で、地域リハビリテーションとは、あらゆる人々が、住み慣れたところで、そこに住む人々

とともに、一生安全に、生き生きとした生活が送れるよう、医療や保健、福祉および生活にかか

わるあらゆる人々や機関・組織がリハビリテーションの立場から協力し合って行うすべての活動

を言い、地域リハビリテーションの推進は、地域共生社会の実現に向けた つの方策となってい

る。

今回、身近な地域で、地域リハビリテーションの視点を活かした、子どもから高齢者までを対

象とした、地域共生社会、地域包括ケアシステムの構築に向けた取組が進められるよう、①地域

で活躍するリハビリテーション専門職の育成【地域リハビリテーション人材育成事業】（平成

年度～）、②圏域モデル事業の展開（平成 年度～）、③リハビリテーションの理解促進（平成

年度～）を実施する。

２）人材育成協議会の開催

①人材育成協議会の目的

県立リハビリテーションセンターが実施する地域リハビリテーション人材育成事業を行う

にあたり、専門的見地から有識者等との意見交換を行うことを目的に、地域リハビリテーショ

ン人材育成協議会を設置。

②令和元年度開催の状況

【第 回会議】

新型コロナウイルス感染拡大防止のため会議開催せず、資料のみ送付

・令和元年度地域リハビリテーション人材育成事業の実施報告について

３）地域リハビリテーション人材育成事業

①本研修事業の目的

近年、高齢者、障害者、児童等への総合的な支援体制の構築や地域包括ケアシステムの構築

に向けてリハビリテーション専門職の専門性が強く求められている。一方、理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士などのリハビリテーション専門職は教育課程において、「障害や疾病」に関

する専門性を持っているが、地域包括ケアシステムなどの地域リハビリテーションの推進に必

要な「地域資源など現状の理解」や「地域とのネットワーク構築」、そして地域でその専門性を

活かす「コーディネート」に関する教育を受けているとは言い難い。

そこで、地域リハビリテーションを推進するために、リハビリテーション専門職が自らの“地

域”を理解し、業務を行う上で必要となる基礎的な知識や技術を習得することにより、地域住

民がどのライフステージにおいても住み慣れた場所で暮らし続けることができる地域づくりに

寄与できるリハビリテーション専門職の育成を目的に事業を実施する。
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②本研修の趣旨

本研修の趣旨は、下記の知見の理解および習得である。

１．地域共生社会と、その中でのリハビリテーション専門職の役割について

２．滋賀県内で実施されている地域共生社会に向けた様々な取組について

３．地域リハビリテーションを推進するために求められる能力について

４．地域課題の把握とその解決策の提案について

③研修構成と概要

本研修は、以下の 部で構成した。

Ⅰ．地域共生社会に求められるリハビリテーション専門職

Ⅱ．地域リハビリテーションを推進する地域資源とその現状

Ⅲ．地域リハビリテーションの推進に求められる能力

Ⅳ．地域リハビリテーションの推進に向けた実践

１．実施主体および共催

主 催 滋賀県立リハビリテーションセンター

共 催 公益社団法人滋賀県理学療法士会

一般社団法人滋賀県作業療法士会

滋賀県言語聴覚士会

２．公募期間

令和元年 月 日（月）～令和元年 月 日（金）

３．日 程

令和元年 月 日（土）～令和 年 月 日（土）

上記期間中のうち 日間

４．定 員

名程度

５．受講対象者

下記 Ⅰ ～ Ⅲ のすべてを満たすもの

（Ⅰ）理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等として 年以上の経験を有し、

県内で勤務している者

（Ⅱ）地域リハビリテーションの推進に寄与する意欲がある者

（Ⅲ）所属機関から推薦および承諾を受けた者
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④実施結果の概要

１．応募者数 名 （すべての者を受講可と決定とした）

（Ⅰ）二次医療圏別参加者内訳

圏域名 人 数 理学療法士 作業療法士 言語聴覚士 その他

大 津

南 部

甲 賀

東近江

湖 東

湖 北

高 島

合 計

※その他については、リハビリテーション業務の従事者であり、事業に対する所

属長の理解を得られたため受講可とした。

（Ⅱ） 勤務機関種別参加者内訳

勤務機関 参加者数

病院（成人）

病院（精神）

通所リハビリテーション

通所介護事業所

特別養護老人ホーム

自立支援施設

訪問リハ・訪問看護

行政機関

２．受講者の出席率

％（第１回目～第 回目）

３．研修受講者の理解度・実践度・満足度

以下のとおりの数値とし、それぞれの数値は各回の参加者の平均値を研修形式ご

とに平均したものである。

項目は理解度（１理解できなかった ～ ５よく理解できた）、活用度（１活かせな

い ～ ５すぐに活かせる）、満足度（１不満 ～ ５大変満足）の つである。

（Ⅰ）第 回～第 回、第 回～第 回（講義） （Ⅱ）第 回～第 回（見学実習）

理解度 実践度 満足度 理解度 実践度 満足度
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４．修了者数（率）

令和元年度受講者の修了者数 名（ ％）

過年度未修了の修了者数 名

５．受講者の研修全体を通じての印象（事後アンケートより）

研修全体を通じての印象（ 回収率 ％）

⑤令和元年度 滋賀県地域リハビリテーション人材育成研修報告書の作成

本研修の目的と趣旨、研修内容の摘要（受講者レポートの抜粋を含む）、本研修の

成果、受講者アンケート結果等を取りまとめて報告書を作成した。

⑥事業の考察と方向性

・令和元年度も 名の定員に対して、 名の受講希望があったことは、地域づくり

や地域リハビリテーション（以下「地域リハ」）に関心のあるリハビリテーション

専門職（以下「リハ専門職」）が多く存在すると考えられた。また、リハビリテー

ションに従事するリハ専門職以外からも応募があり研修ニーズがあることが窺え

た。

・政策や制度について受講者の講義理解度・満足度は全体的に低かった。リハ専門職

は患者等個人に働きかけることが多く、制度や政策などの“仕組み”について考え

る機会は少ないことが予想される。ただし、リハ専門職が地域づくりや地域リハを

効果的に推進するためには“仕組み”についての理解を深めることや他者・他職種

と“仕組み”を構築する力も求められることが考えられるため、“仕組み”につい

ての知識や情報を継続的に得ること、解釈する力をつける機会が必要である。

・県立リハビリテーションセンターは、修了したリハ専門職がどのように行動し、地

域リハの推進に寄与していくのか、また彼らが寄与するにあたって生じるバイアス

の分析及び、より効果的に寄与するために必要なことが何であるのかという点につ

いては今後も継続して情報の収集と分析を行っていく必要がある。

・地域の支え手であるリハ専門職は、住民 人ひとりの暮らしと生きがい、地域を住

民とともに作っていく社会の実現に必要な職種であると考えている。今回の研修を

通じて、勤務する施設や機関で関わる住民（患者や利用者）に対して暮らしと生き

がいをともに考え効果的な関わりができることに加え、医療・介護領域のみならず、

障害福祉領域や産業保健などの領域に寄与すること、身近な地域での地域づくりへ

の関与が促進されることを期待したい。

・今後の研修のあり方について、関係機関とともに検討する必要がある。
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４）地域リハビリテーションフォローアップ研修 

      地域リハビリテーション人材育成研修（以下「人材育成研修」）修了者が、実際の地域

リハビリテーションの推進に資する取組に必要な方策について学ぶとともに、修了者が実

際に行っている活動について修了者同士が共有し、学びあうことを通じ、具体的な実践へ

の一助となることを目的として研修会を開催した。 

     研修会の開催にあたり、平成 29 年度人材育成研修修了者に対し、研修を実践に活かす

ことができているかの把握【①研修の評価】、行政等と修了生の連携・協働にかかる現状

の把握【②活動状況の把握】を行い、人材育成研修の評価の一部とするとともに、実践さ

れている取組を共有・波及していくための調査を行った。 

本研修については、リハビリテーション専門職と協働する行政職との共有した学びが必

要と考え、行政職を対象とした地域リハビリテーション調整者研修（p22 参照）と兼ねて

開催した。 

 

 地域リハビリテーションフォローアップ研修 

日  時 令和元年 11 月 7日（木）13：30～16：30 

場  所 滋賀県立長寿社会福祉センター 

参加者数 5名（人材育成修了生） 

内  容 講演「高知県における地域づくりの取り組み」 

講師 一般社団法人ナチュラルハートフルケアネットワーク代表理事 

                      下元 佳子（理学療法士） 

【個人ワーク・グループワーク】 

ワークシートを用いて、個人が抱える課題について、地域から見た課題や

目標の設定・目標達成に向けての関係者への働き賭けについて模擬ワークを

実施。 

 

【参加者アンケート】 

以下のとおりの数値とし、それぞれの数値は参加者の平均値である。 

項目は理解度（１理解できなかった ～ ５よく理解できた）、活用度（１活かせな 

い ～ ５すぐに活かせる）、満足度（１不満 ～ ５大変満足）の 3つである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理解度 実践度 満足度 

4.8 4.2 4.6 
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５）地域リハビリテーション圏域モデル事業

①本事業の目的

特定の市町において、地域リハビリテーション人材育成研修（以下「人材育成研修」）

を修了したリハビリテーション専門職（以下「リハ専門職」）が関与する中で、市町など

が取り組む事業をより効果的に推し進め、地域包括ケアシステムの構築に向けた取組が

進められるよう、モデル事業を実施する。

②モデル地域

甲賀市

③取組の概要

平成 年度より、人材育成研修を受講・修了したリハ専門職、甲賀市のリハビリテ

ーション主管課、地域包括ケアシステムの主管課、障害福祉主管課および甲賀健康福祉

事務所とともに、本モデル事業を活用して重点的に取り組む内容の検討を行った。その

結果、障害児・者を対象とした取組について検討していくこととなった。

平成 年度は、甲賀市、甲賀健康福祉事務所、甲賀圏域の人材育成研修修了者・受

講者を中心としたリハ専門職との現状の共有および取組の検討を行った。また、モデル

事業に関連した他機関との調整・ケースカンファレンスによる現状の把握、取組にかか

るワーキング部会の開催、ロジックモデルを用いた目的の共有と取組の整理も行った。

その中で、実施する取組の①目指す姿、②目指す姿実現のための主たる取組の柱（支援

者の育成、取組の共有と連携の推進、本人・家族の理解促進）、③評価指標、④具体的

な取組計画の検討を行った。

（令和元年度の取組）

・現状把握

見学実習の調整および実習を通じた、障害福祉サービスの現状の理解

・関係機関・者との共有

甲賀市地域障害児・者サービス調整会議 相談支援事業ネットワーク会議における

意見交換会

・人材育成

全世代型地域包括ケアの推進に向けた障害児・者の支援体制作りのための

「甲賀市地域リハビリテーション研修会」の開催 計 人修了

月 日、 月 日、 月 日、 月 日

甲賀市内における障害福祉事業所（作業所、放課後等デイサービス等）の見学実習

月～ 月

甲賀市地域リハビリテーション人材育成ワーキングの実施

月 日（令和 年度に延期）
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取組にかかる、甲賀市内の人材育成研修修了生、モデル市（甲賀市）、保健所、当セ

ンターとの協議を随時行った。

④事業の考察と今後の方向性

人材育成研修を受講・修了したリハ専門職が主体的に政策立案・事業評価の検討に参

画しながら検討を進めることができた。特に、障害福祉領域については、地域において

リハビリテーションの視点および介入の体制が十分とはいえず、地域の中での仕組み作

りにつながることが期待される。

令和元年度は、人材育成研修を受講・修了したリハ職のみならず、地域のリハ職とと

もに、障害福祉領域についての学びを深め、地域におけるリハビリテーションの役割の

充実や支援体制を検討するための基盤形成を行うことができた。

引き続き、人材育成研修を受講・修了したリハ専門職を中心に、関係機関・者との共

有を行いながら、障害福祉領域におけるリハビリテーション支援体制・連携体制の構築

と支援者の質の向上に向けた取組を実施していく。

６）その他

地域リハビリテーション人材育成研修修了者の活動支援、情報提供、研修評価等を行

うために、以下の取組を実施した。

・地域リハビリテーション人材育成研修修了生への活動調査

（９）「聴こえの講演会」事業

１）目 的

聴こえにくさは、周りの人に理解されにくく、聴こえにくいことによるトラブルや生活

を営む上で人との関係に支障を来し、阻害された気分にもなりやすいものであり、また、

加齢、病気、事故、騒音などにより、「聴こえ」が低下すると、仕事や日常生活上不自由

をきたすだけでなく、認知症の危険因子の一つとしても考えられている。

そこで、 月 日の「耳の日」を記念して、聴こえの仕組みや補聴器の役割を理解し、併せ

て、耳の健康について関心を高めることを目的とする。

２）事業の実施について

令和元年度事業については、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、中止とした。
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更生相談係業務の

実施状況

Ⅴ



Ⅴ 更生相談係（身体障害者更生相談所）業務の実施状況

身体障害者更生相談所は、身体障害者の更生援護の推進のため、市町が身体障害者に対して援

護を実施するうえでの専門的技術的部分を担当する機関である。

業務内容として、補装具の判定、自立支援給付（更生医療）の支給決定にあたる協力・援護、

および障害者支援施設への入所にかかる連絡調整などを行う。

１．相談実施状況

【相談内容別】

令和元年度に相談を実施した実人員数は 人で、前年度に比べ 人（ ％）増であ

る。

取扱件数は 件で、平成 年度に比べ 件（ ％）増であり、相談内容では更生

医療が 件（ ％）で多くを占め、次いで補装具の 件（ ％）である。

（単位：件）

実 人 員 更生医療 補 装 具 手 帳 職 業 施 設 生 活 そ の 他 計

来 所 2,839 2,220 642 0 0 74 0 52 2,988

巡 回 3 0 29 0 0 0 0 0 29

計 2,842 2,220 671 0 0 74 0 52 3,017

２．判定実施状況

【判定内容別】

令和元年度に判定を実施した実人員数は 人で、前年度に比べ 人（ ％）増で

ある。

取扱件数は 件で、前年度に比べ 件（ ％）増であり、相談件数（更生医療・補

装具）の ％である。

判定内容は更生医療及び補装具のみであり、更生医療が ％を占める。

（単位：件）

実 人 員 更生医療 補 装 具 手 帳 職 業 施 設 生 活 そ の 他 計

来 所 2,612 2,082 541 0 0 0 0 0 2,623

巡 回 3 0 3 0 0 0 0 0 3

計 2,615 2,082 544 0 0 0 0 0 2,626
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３．市町別判定実施状況

（１）更生医療 （市町別 障害別）

判定実施件数 件のうち、障害別では肢体不自由が 件（ ％）で最も多く、次

いで心臓機能障害の 件（ ％）、腎臓機能障害 件（ ％）であり、 つで全体の

％を占める。視覚障害において判定実績はなかった。

市町別の判定件数では大津市が最も多く 件（ ％）、次いで長浜市 件（ ％）、

草津市 件（ ％）である。郡部全体が判定件数に占める割合は ％である。

市町別の特徴では、肢体不自由の割合が高いのは、米原市（ ％）、多賀町 、守

山市（ ％）である。また、割合が低いのは東近江市（ ％）である。

心臓機能障害の割合が高いのは愛荘町（ ％）で、腎臓機能障害の割合が高いのは甲良

町（ ％）である。

（単位：件）

大 津 市 1 201 153 168 2 525

彦 根 市 48 28 37 1 114

長 浜 市 1 164 40 42 1 248

近江八幡市 43 47 44 4 138

草 津 市 66 51 45 2 2 166

守 山 市 66 32 24 2 124

栗 東 市 1 35 29 27 2 94

甲 賀 市 37 27 39 2 1 106

野 洲 市 1 52 29 16 98

湖 南 市 23 23 18 1 65

高 島 市 28 13 16 57

東 近 江 市 36 50 53 1 140

米 原 市 65 21 10 96

市 部 計 2 2 864 543 539 18 3 1,971

日 野 町 11 7 9 1 28

竜 王 町 12 9 3 24

愛 荘 町 9 13 4 26

豊 郷 町 4 3 2 9

甲 良 町 3 3 5 11

多 賀 町 7 2 4 13

郡 部 計 46 37 27 1 111

市町名 視覚障害 聴覚障害
音声・言
語 咀 嚼
機能障害

肢 体

不 自 由

心臓機能

障 害

腎臓機能

障 害

免疫機能

障 害

肝臓機能

障　　害

計

合　計 2 2,0822 910 580 566 19 3
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（２）補装具 （市町別 障害別）

判定実施件数 件のうち、肢体不自由が 件（ ％）、次いで聴覚障害の 件

（ ％）である。

市町別の件数では、大津市が最も多く 件（ ％）、次いで東近江市の 件（ ％）、

甲賀市 件（ ％）である。郡部全体の合計は全体の ％である。

市町別の特徴では、肢体不自由の割合が高いのは、米原市（ ％）、甲良町（ ％）で、

聴覚障害の割合が高いのは、多賀町（ ％）、甲賀市（ ％）である。

（単位：件）

大 津 市 83 147

彦 根 市 25 38

長 浜 市 21 35

近江八幡市 12 19

草 津 市 27 44

守 山 市 24 33

栗 東 市 12 21

甲 賀 市 25 43

野 洲 市 13 21

湖 南 市 8 20

高 島 市 10 14

東 近 江 市 35 53

米 原 市 7 7

市 部 計 0 193 0 302 0 0 0 0 0 0 495

日 野 町 6 13

竜 王 町 10 14

愛 荘 町 8 12

豊 郷 町 3 5

甲 良 町 3 4

多 賀 町 1

郡 部 計 0 19 0 30 0 0 0 0 0 0 49

市町名 視覚障害 聴覚障害
音声・言
語 咀 嚼
機能障害

肢 体

不 自 由

心臓機能

障 害

腎臓機能

障 害

免疫機能

障 害

肝臓機能

障　　害

呼吸機能

障害

難病等 計

合　計 0 0 0 0 544212 0 332 0 0 0

− 67 −



（３）補装具 （市町別 種目別）

種目別のべ判定件数 件のうち、補聴器の判定件数が最も多く 件（ ％）で、そ

のうち大津市が ％、東近江市が ％を占める。

次いで多いのは車椅子で 件（ ％）、そのうち大津市が ％、東近江市が ％

を占める。 番目に多いのは短下肢装具 件（ ％）、 番目に多いのは座位保持装置

件（ ％）である。 種目の合計は 件で全体の ％を占める。

（単位：件）
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（４）補聴器 （市町別 種目別）

補聴器の判定件数 件のうち、種目別では、耳かけ型が 件で、全体の ％を占め

る。重度用の 件に対し、高度用は 件でおよそ 倍であるが、長浜市および湖南市に

おいて重度用と高度用の耳かけ型の割合が同等である。

（単位：件）

 

ポケット型 耳かけ型 ポケット型 耳かけ型

大 津 市 51 2 12 2 67 67

彦 根 市 11 3 1 1 1 17 3 17

長 浜 市 7 5 1 1 14 14

近江八幡市 6 2 1 1 10 3 10

草 津 市 13 5 1 19 1 19

守 山 市 5 3 2 10 1 10

栗 東 市 6 2 1 1 10 10

甲 賀 市 1 10 1 4 1 1 1 19 1 19

野 洲 市 8 8 8

湖 南 市 6 5 2 13 2 13

高 島 市 4 4 4

東 近 江 市 14 2 2 2 20 20

米 原 市 0 0

市 部 計 1 141 3 43 4 12 3 4 211 11 211

日 野 町 4 2 1 7 2 7

竜 王 町 3 1 4 4

愛 荘 町 3 1 4 1 4

豊 郷 町 2 1 3 3

甲 良 町 1 1 1

多 賀 町 1 1 1

郡 部 計 0 14 0 4 0 0 1 1 20 3 20

231 14 2313 47 4 12 4 5合　計 1 155

両耳

装用

（人）

実人数市 町 名
高 度 難 聴 用 重 度 難 聴 用

耳あな型 ＦＭ式

骨導式・

軟骨

伝導式

その他 計

− 69 −



４．年度別判定実施状況

（１）更生医療 （年度別 障害別）

令和元年度における判定実施件数は件 件で、前年度に比較して 件（ ％）増

である。

増加の割合は、主なものとして肢体不自由（ ％）、心臓機能障害（ ％）、腎臓機能

障害（ ）である。

（単位：件）

22 0 1 9 714 541 490 6 0 0 1,788
23 0 3 7 748 583 519 16 1 1 1,879
24 0 4 7 800 574 585 22 0 0 1,996
25 0 2 7 837 512 522 18 2 0 1,900
26 0 2 7 981 590 585 18 8 0 2,191
27 0 4 5 915 666 633 16 2 0 2,241
28 0 5 8 857 606 597 17 3 0 2,093
29 0 1 10 782 595 599 18 2 0 2,007
30 0 5 5 755 568 548 14 7 0 1,902
R1 0 2 2 910 580 566 19 3 0 2,082

心 臓 機 能

障 害

腎 臓 機 能

障 害

免 疫 機 能

障 害

肝臓機能

障　　害

直 腸 小 腸

障 害

計年　度 視 覚 障 害 聴 覚 障 害
音 声 ・ 言
語 咀 嚼
機 能 障 害

肢 体

不 自 由

 

（２）補装具 （年度別 種目別）

令和元年度におけるのべ判定件数は 件、相談実人員数は 件で、前年度に比較し

て判定件数は 件増、実人員数は 人減（ ％）である。

種目別では、短下肢装具が 件（ ％）、車椅子が 件（ ％）の増であった。

また、座位保持装置は 件（ ％）の減であった。

（単位：件）

年度 義手 義足
長下肢
装具

短下肢
装具

その他
下肢
装具

靴型
装具

体幹
装具

上肢
装具

座位
保持
装置

眼鏡 補聴器 車椅子
電動
車椅子

歩行器
重度意
思伝達
装置

起立
保持具

座位
保持
椅子

その他 計
相談
実人員

22 3 27 4 74 20 11 1 1 113 0 243 235 35 21 4 7 その他
に含む 11 810 769

23 4 15 6 81 11 8 2 3 57 0 253 241 45 27 4 12 その他
に含む 2 771 761

24 3 25 9 68 16 9 0 5 54 0 281 208 47 39 8 13 3 6 794 779

25 3 19 9 102 16 13 1 2 106 1 240 201 31 14 6 8 23 3 798 658

26 3 20 5 107 17 13 1 5 124 1 241 173 39 12 7 9 33 6 816 697

27 4 12 11 136 19 20 2 9 87 0 205 198 26 21 7 11 27 19 814 661

28 2 16 14 127 34 31 6 4 101 1 184 178 18 19 6 12 46 29 828 637

29 0 23 20 111 17 10 2 5 102 0 243 198 23 8 4 10 24 21 821 686

30 1 16 25 65 16 11 4 3 83 0 242 123 15 7 6 6 15 14 652 562

R1 6 15 16 83 13 13 1 7 54 0 231 142 22 3 7 6 23 11 653 554
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リハビリテーションセンター

医療部門の状況

Ⅵ



Ⅵ リハビリテーションセンター医療部門の状況

医療部門業務の実績

滋賀県立総合病院リハビリテーション科が医療部門を担っている。平成 年 月に回復期リ

ハビリテーション病棟を 床で開設、その後、平成 年 月に 床に増床した。

○リハビリテーション科外来受診者数

（単位はのべ人）

6,510 7,208 7,6193,376 4,888 6,638 8,475 8,515 8,324

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成29年度平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成28年度

7,483

平成24年度

8,375 7,492

平成30年度

7,584

令和元年度

7,048

○リハビリテーション科病棟（回復期リハビリテーション病棟）入院審査会実績

項       目

開催回数

審査人数

入院決定者

(うちキャンセル)

※他病院より転院および県立総合病院（成人病センター）内の他科より転科にかかる審査件数

13人 13人 22人 29人 23人 21人36人

206人 228人 272人 254人 219人

5人 20人 34人 48人 26人

84人 148人 212人 194人 194人 221人

243人 214人 232人 272人 255人 221人218人

85回 86回 89回 85回 83回

107人 163人 217人 244人 233人

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
29年度

50回 75回 81回 92回 87回 86回

平成
18年度

平成
19年度

平成
20年度

平成
21年度

平成
22年度

平成
23年度

平成
24年度

217人

平成
28年度

79回

28人

平成
30年度

89回

227人

224人

25人

令和
元年度

82回

258人

255人
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○リハビリテーション科病棟（回復期リハビリテーション病棟）実績

（病床数平成 年 月から 床、平成 年 月より 床）

（平成 年度から令和元年度）

（単位は人）

新規入院患者 80 116 179 197 197 210 189 211 242 222 187 197 200 229

　　　　　うち　　　　 他院よりの紹介 35 52 80 88 98 88 71 65 70 62 50 53 58 65

　　　　　うち県立総合病院より転科 45 64 99 109 99 122 118 146 172 160 137 144 142 164

脳血管疾患 48 78 107 90 90 97 103 88 103 100 90 106 97 100

頸髄・脊髄損傷 5 7 17 20 22 17 10 14 12 12 10 5 7 4

脳挫傷 2 9 4 10 12 9 8 7 5 11 4 8 10 12

骨･関節疾患(外傷を含む）　(注) 6 16 45 59 57 71 53 79 102 74 53 54 67 79

難病、その他の疾患 19 6 6 18 16 16 15 23 20 25 30 24 19 34

合計 80 116 179 197 197 210 189 211 242 222 187 197 200 229
※新規入院患者の主な疾患別内訳　　（注)：大腿骨骨折・人工股関節置換等を含み、頸髄・脊髄損傷は含まない。

開催数 - 50 47 47 50 49 43 43 44 45 47 47 48 50

対象患者数（のべ） 81 217 382 331 338 325 305 261 226 250 223 242 236 330
※リハビリテーション科入院患者にかかる個別検討会

退院前訪問実施患者数 - 32 57 80 66 48 35 16 27 31 44 34 14 3

地域連携カンファレンス開催患者数 - 51 78 91 86 93 74 89 105 89 89 89 85 89
※退院後の生活を円滑に行うための家屋状況調査および地域の支援者との連携会議

退院患者 63 105 167 201 194 207 191 211 240 229 229 193 201 224

　　　　　　うち　　　　　自宅へ退院 52 92 142 180 165 193 170 196 217 209 209 168 178 203

　　　　　　うち　療養型病院や施設 11 13 25 21 29 14 21 15 23 20 20 25 23 21

令和

元年度

合計

令和

元年度

合計

令和

元年度

合計

令和

元年度

合計

令和

元年度

合計

入院患者数
平成

18年度

合計

平成

19年度

合計

平成

20年度

合計

平成

21年度

合計

平成

22年度

合計

平成

23年度

合計

平成

24年度

合計

平成

25年度

合計

平成

26年度

合計

平成

27年度

合計

平成

30年度

合計

平成

28年度

合計

平成

29年度

合計

病棟入院患者疾患別内訳
平成

18年度

合計

平成

19年度

合計

平成

20年度

合計

平成

21年度

合計

平成

22年度

合計

平成

23年度

合計

平成

24年度

合計

平成

25年度

合計

平成

26年度

合計

平成

27年度

合計

平成

30年度

合計

平成

28年度

合計

平成

29年度

合計

病棟カンファレンス
平成

18年度

合計

平成

19年度

合計

平成

20年度

合計

平成

21年度

合計

平成

22年度

合計

平成

23年度

合計

平成

24年度

合計

平成

25年度

合計

平成

26年度

合計

平成

27年度

合計

平成

30年度

合計

平成

28年度

合計

平成

29年度

合計

平成

18年度

合計

平成

19年度

合計

平成

20年度

合計

平成

21年度

合計

平成

22年度

合計

平成

23年度

合計

平成

24年度

合計

平成

30年度

合計

病棟退院患者数
平成

18年度

合計

平成

19年度

合計

平成

20年度

合計

平成

21年度

合計

平成

24年度

合計

平成

25年度

合計

平成

27年度

合計

平成

25年度

合計

平成

26年度

合計

平成

27年度

合計

平成

30年度

合計

平成

28年度

合計

平成

28年度

合計

平成

29年度

合計

平成

29年度

合計

平成

26年度

合計

平成

22年度

合計

平成

23年度

合計
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（令和元年度 月別の状況）

（単位は人）

入院患者数 合計 4月 5月 6月 7月 8月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 3月

新規入院患者 229 17 18 17 23 10 16 21 19 19 26 21 22

　　　　　うち　　　　 他院よりの紹介 65 4 8 5 5 3 6 4 5 6 5 7 7

　　　　　うち県立総合病院より転科 164 13 10 12 18 7 10 17 14 13 21 14 15

病棟入院患者疾患別内訳 合計 4月 5月 6月 7月 8月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 3月

脳血管疾患 100 4 7 11 12 6 8 11 7 6 10 10 8

頸髄・脊髄損傷 4 1 0 0 0 0 0 0 2 1 0 0 0

脳挫傷 12 2 2 0 1 0 0 0 4 1 0 1 1

骨･関節疾患(外傷を含む）　(注) 79 7 3 5 6 3 5 7 5 8 14 8 8

難病、その他の疾患 34 3 6 1 4 1 3 3 1 3 2 2 5

合計 229 17 18 17 23 10 16 21 19 19 26 21 22
※新規入院患者の主な疾患別内訳　　（注)：大腿骨骨折・人工股関節置換等を含み、頸髄・脊髄損傷は含まない。

病棟カンファレンス 合計 4月 5月 6月 7月 8月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 3月

開催数 50 4 4 4 4 5 4 5 4 4 4 4 4

対象患者数（のべ） 330 23 27 19 22 31 24 33 25 35 33 31 27
※リハビリテーション科入院患者にかかる個別検討会

合計 4月 5月 6月 7月 8月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 3月

退院前訪問実施患者数 3 2 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0

地域連携カンファレンス開催患者数 89 7 12 9 4 6 7 5 6 9 8 5 11
※退院後の生活を円滑に行うための家屋状況調査および地域の支援者との連携会議

病棟退院患者数 合計 4月 5月 6月 7月 8月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 3月

退院患者 224 16 17 22 17 15 17 15 22 25 17 26 15

　　　　　　うち　　　　　 自宅へ退院 203 14 16 20 15 14 16 12 20 23 14 25 14

　　　　　　うち　療養型病院や施設 21 2 1 2 2 1 1 3 2 2 3 1 1

（ 月末現在の平均在院日数と入院患者数）

３月末現在平均在院日数

３月末現在入院患者数

３月末現在平均在院日数

３月末現在入院患者数

52.7日

35人

平成24年度

59.6日

34人

平成29年度

平成22年度

60.6日

平成23年度

61.6日

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

令和元年度平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成30年度

64.7日 55.4日 51.2日

71.6日
33人 34人

60.5日
35人

17人 25人 37人 33人 33人

29人 31人
46.1日50.4日 56.9日

平成28年度

62.3日 67.3日
33人34人
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その他の事業

Ⅶ



Ⅶ その他の事業

１．専門チーム活動

（１）高次脳機能障害チーム

チーム名 高次脳機能障害

チームリーダー名 川上寿一（医師）

チームメンバー名 佐敷俊成（ ） 渡辺幸子（ ） 村田大気（ ） 曽我部晋作（ ）

山本裕季（ ） 山田理沙（ ） 高田沙織（ ） 乙川亮（ ）

梅居奈央（ ）

活動内容とその結果  
令和元年度は後期以降の活動となった。 
チーム員全体としての活動は期間合計約 時間および各個人期間合計

時間以内の範囲で遂行可能な活動を検討した。  
かつてのチーム活動および外来診療の一部として行われ有用性を公表

していた集団プログラムが中断されているが、以前のプログラム運営マニ

ュアルがあるため、これを普及可能な形態に整備することを令和元年度の

活動とした。きわめて専門的な技能を求めずに有用性をもったプログラム

が実施できることを目標に、マニュアルを見直し、普及版のマニュアルと

して整理を図った。普及版のマニュアルの活用について、外部施設に検討

の依頼をおこなった。 
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（２）難病チーム

チーム名 難病チーム

チームリーダー名 中馬孝容（医師）

チームメンバー名 山口良美（ ）、畑亜希代（ ）、平川圭子（ ）、西村美希（ ）、

井元明子（ ）、武田康平（ ）、宮本昌寛（ ）、高田佳菜（ ）

活動内容とその結果 １．パーキンソン病患者の体操リーフレットの検討

パーキンソン病の前傾姿勢や側方への体幹の傾きなどの姿勢異

常は、転倒のリスクが高くなり、日常生活にも影響を及ぼす。

そのため、適切な姿勢を維持し、 、 を安定した動作で行

うことができるように、早期からの自主練習の導入を目的とした、

体操リーフレットを検討した。

２．パーキンソン病患者の体操リーフレットの作成

上記、検討内容から、下記のとおりパーキンソン病患者の体操リ

ーフレットを「毎日体操バージョン２」として作成した。

※滋賀県立リハビリテーションセンターホームページに掲載
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２．学会等での発表

学 会 名 第 回近畿公衆衛生学会

会 期 令和元年 月 日（金）

会 場 堺市産業振興センター

パーキンソン病におけるリハビリテーション実態調査 
 
○高田佳菜、高山朋子、髙松滋生、田所愛理、乙川亮、梅居奈央、中井秀昭、澤井のどか、野本愼一 

（滋賀県立リハビリテーションセンター） 
竹村壮司、川本潔、名和真希、辻香苗、本城誠、中馬孝容（滋賀県立総合病院） 

 
 
【はじめに】

パーキンソン病患者（以下、「患者」）へのリハビリテーション（以下、「リハ」）の有効性が示さ

れているが、医療機関におけるリハの提供状況は明らかでない。

今回、患者を診療する機会のある医療機関に対し、患者へのリハ提供状況を把握し、患者への支援に

向けた一助となることを目的に実態調査を実施したので報告する。

【方法】

平成 年 ～ 月に、患者を診療する機会のあると思われる県内の 医療機関（病院 件、診療

所 件）に対して、パーキンソン病のリハの実施等に関する調査票を郵送し、神経内科の医師もしく

は患者を診療している医師の代表者に回答を求めた。

【結果】

（１）パーキンソン病患者の診療の状況

病院 件（回答率 ％）、診療所 件（回答率 ％）の回答が得られた。回答のあった医療

機関のうち、病院 件（ ％）、診療所 件（ ％）の医療機関で神経難病患者の診療を行って

いた。神経難病患者を診療していると回答した 件の医療機関のうち、 件（ ％）の医療機関で

パーキンソン病の患者の診療を行っていた。

（２）パーキンソン病患者のリハビリ必要性について

神経難病患者を診療していると回答した医療機関のうち、 件（ ％）で、患者にはリハが必要と

回答しており、リハが必要な時期は、「すくみ足等の症状がみられたとき」が 件（ ％）、「診

断した後すみやかに」が 件（ ％）、「患者がリハを希望するとき」 件（ ％）、「転倒が繰

り返し見られたり、誤嚥が疑われるとき」が 件（ ％）であった。一方、どの時期にリハを行って

いるかについては、「すくみ足等の症状がみられたとき」 件（ ％）、「患者がリハを希望すると

き」 件（ ％）、「診断した後すみやかに」が 件（ ％）、「依頼せず」が 件（ ％）、

「転倒が繰り返し見られたり、誤嚥が疑われるとき」 件（ ％）、であった。

（３）パーキンソン病患者へのリハビリの依頼先

患者へのリハを依頼していると回答した医療機関 件について、「介護訪問リハ」 件（ ％）、

「介護通所リハ」 件（ ％）、「他院」 件（ ％）、「自院の外来」 件（ ％）に依頼

を行っていた。
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（４）リハビリの有益性および目的

患者へのリハを依頼していると回答した医療機関 件について、リハにより患者にどのような面で

有益となっているかについて、「現状の維持」 件（ ％）、「日常生活動作の改善」 件（ ％）、

「運動症状の改善」 件（ ％）、「精神的賦活」 件（ ％）、「自主訓練方法の習得」 件

（ ％）、「嚥下機能の改善」 件（ ％）の回答であった。また、リハを自院で実施していると

回答した 件について、リハを実施するうえでの主な目的は、「廃用予防のリハ」 件（ ％）、

「自主練習指導」および「症状改善のリハ」が 件（ ％）、「福祉用具の選定および環境調整の

指導」 件（ ％）、「定期的な評価と指導」が 件（ ％）であった。

（５）リハビリを依頼していない理由

患者へのリハが必要と回答したが、リハを依頼していないと回答した医療機関 件について、リハ

を依頼していない理由は、「自院でリハを実施していない」 件（ ％）、「どこに依頼していいか

わからない」 件（ ％）、「スタッフが少ない」 件（ ％）であった。

（６）パーキンソン病患者への指導や助言について

神経難病患者を診療していると回答した 件の医療機関の患者への指導や助言の状況については、

「薬に関しての指導」が 件（ ％）、「運動症状への指導」が 件（ ％）、「病気の見通し」

が 件（ ％）と多く、一方で「患者や家族会の紹介」が 件（ ％）、「就労支援機関の紹介」

が 件（ ％）、「保健所の紹介」・「難病相談支援センターの紹介」がそれぞれ 件（ ％）、「パ

ーキンソン病友の会の紹介」が 件（ ％）であった。

【考察】

患者に対しリハが必要と認識している医師は多く、特に、早期に機能低下を予防し、社会参加の持続

をサポートすること、また進行とともに病期にあわせたリハ指導を行い、 を維持し、在宅での生活

機能の維持をサポートできるような支援が必要であると考えていることが伺えた。

しかし、診断後すみやかにリハが実施されているのは約 ％で、すくみ足や誤嚥などの症状や転倒等

が見られてからリハが実施されている場合が多く、発症早期からリハの導入の機会は少ない。

１）らは、パーキンソン病患者の標準的なリハ・ガイドラインの作成に向けた検討の中で、早期か

らの予防的リハを重視している。患者は、症状が進行すると活動量が低下する。その不動に伴う廃用が

加わるとさらに生活機能の低下を招く恐れがあり、早期から廃用を予防するための取組が必要であると

考える。

一方、自院で実施するリハにおいては廃用予防・症状改善の他、自主練習指導が主な目的とされてお

り、生活の中での活動支援も重要であると考えていることが伺えた。

また、リハ提供機会としては介護保険によるサービスが多く、医療と介護の連携したリハ支援が重要

であることが示唆された。

しかし、今回の回答の中には、リハを依頼しないという回答も約 ％あった。リハサービスを提供し

ていない診療所からの回答が多く、中にはどこに依頼していいのか分からないという回答も約 ％を占

めていた。リハを実施している施設や事業所の情報の共有が必要と考えられた。

患者会等の地域資源については、医療機関における情報提供は少ない。これまでの調査２）３）におい

ても、患者は「同じ病気の人と話したい」、「制度やサービスに関する情報」、「就労支援」等に対す

るニーズがあると言われており、地域生活の支援として、あらゆる機会において、地域資源等の情報を

提供していくことが必要であると考える。
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【まとめ】

今回の調査から、発症早期からのリハ導入の機会は少ない状況が明らかになり、自主練習指導等生活

の中での活動支援、医療と介護の連携や、リハや地域資源に関する情報の集約・提供が重要であること

が伺えた。

１） Parkinson’

２）厚生労働省：平成 年度障害者総合福祉推進事業（報告書）「難病患者等の日常生活と福祉ニー

ズに関するアンケート調査」

３）平成 年度厚生労働科学研究費補助金：難治性疾患等克服研究事業研究難病患者への支援体制

に関する研究「難病相談支援センターの役割に関する研究報告書」
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会 名 ： 第 回日本リハビリテーション医学会

会 期 ： 令和元年 月 日（木）

会 場 ： 神戸国際会議場

乳房再建術を受けた患者に対するリハビリテーション治療の関与 
 

 
川上寿一 

（滋賀県立リハビリテーションセンター） 
 
 

【背景】乳房再建術では、再建方法により大胸筋など筋組織への手術侵襲があることから、術式により

術後の機能的な経過には違いがあることが想定される。一方、諸外国で作成されたガイドラインや運動

指導の内容などを、そのまま本邦で使用することが適切かどうかは検証が必要と考えられる。国内での

乳房再建術とリハビリテーションについての文献を渉猟すると、乳房再建術の乳癌患者に与える影響―

QOL を中心に（染矢富士子ほか、総合リハ vol.14 521-525. 1986）、腹直筋皮弁による乳房再建術後の

体幹機能訓練（田所美樹ほか、日本私立医科大学理学療法学会誌 vol.21 26-29. 2004）、乳癌一期的再

建術(広背筋)後のリハビリテーション（前田香ほか、リハビリテーション科診療近畿地方会誌 vol.10 
29-32. 2010.）、広背筋皮弁による乳房再建術後の肩関節機能と ADL への影響（櫛田里恵ほか、運動器

リハビリテーション vol.26 35-40. 2015.）があるが、多施設における実施状況は明らかではない。 
【目的】乳がん患者にリハビリテーション治療（以下、「乳がんリハ」）を行っている施設において、乳

房再建術と手術に関わるリハビリテーション治療（以下、「再建術リハ」）が行われているかどうかを把

握する。 
【対象】第 18 回関西がんのリハビリテーション研究会に参加した 26 施設 42 人。 
【方法】所属施設における、乳がんリハの実施、乳房再建術および再建術リハの実施について、自記選

択式アンケートを行った。 
【結果】19 施設の参加者から回答が得られ、リハビリテーション医療機関ではない 2 施設を除いた 17
施設の結果を検討した。乳がんリハを行っていると回答した 14 施設のうち再建術リハをしていると回

答したのは 5 施設であり、再建術リハをしていないと回答したのは 7 施設であった。乳がんリハをして

いないと回答した 3 施設は再建術リハもしていないと回答したが、そのうち 1 施設では乳房再建術はし

ていると回答した。 
【考察】人工物による再建が保険収載され、今後乳房再建術を受ける患者の増加が見込まれており、乳

房再建術へのリハビリテーション治療は、均霑化の観点では検討が必要と考えられる。諸外国のガイド

ラインなどをそのまま導入することについての課題としては、同様の術式としても、体格等による影響

の差はないか、ガイダンスとして記載されていてもエビデンスは十分なものであるか、などの検討が必

要である。国内において、実施・対応できる施設の増加が必要であるとともに、プログラムの妥当性を

確認していく必要があり、疾患治療の変化に応じたリハビリテーション治療の充実が必要である。 
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会 名 ： 令和元年度認定看護管理者教育課程セカンドレベル

会 期 ： 令和元年 月 日（水）

会 場 ： 滋賀県看護研修センター

ヘルスケアシステム論 ヘルスケアサービスにおける多職種連携

川上寿一

（滋賀県立リハビリテーションセンター）

 
多職種連携とチーム医療

現在、実際の医療においてのチーム医療は、するかどうかが問題ではなく、どのようにするか、チー

ムへの障害にどう対処し始めるかである、といわれている 。多職種連携やチーム医療の説明図とし

て、患者さんとその家族を中心に置き、医師・看護師・薬剤師等の多職種の医療従事者が周囲を囲む図

がよく描かれている。しかし実際に必要な医療を行うのにあたっては、多職種が揃っているだけではチ

ーム医療が行われているとは言えない。ここでは、多職種連携とチーム医療のためのマネジメントに関

わる基礎的理論を整理する。

多職種連携・チーム医療がすすめられる背景・経過

平成 年 月に厚生労働省にチーム医療の推進に関する検討会が設置された。趣旨としては、チー

ム医療を推進するため、厚生労働大臣の下に有識者で構成される検討会を開催し、日本の実情に即した

医師と看護師等との協働・連携の在り方等について検討を行うこととされ、検討課題としては、医師、

看護師等の役割分担について、看護師等の専門性の向上について、が挙げられていた。翌平成 年

月に、チーム医療の推進について、という報告書が出された。基本的な考え方として、チーム医療とは、

「医療に従事する多種多様な医療スタッフが、各々の高い専門性を前提に、目的と情報を共有し、業務

を分担しつつも互いに連携・補完し合い、患者の状況に的確に対応した医療を提供すること」とされた。

質が高く、安心・安全な医療を求める患者・家族の声や、医療の高度化・複雑化に伴う業務の増大によ

り医療現場の疲弊があるなかで、「チーム医療」は、我が国の医療の在り方を変え得るキーワードとさ

れた。患者・家族とともにより質の高い医療を実現するためには、１人１人の医療スタッフの専門性を

高め、その専門性に委ねつつも、これをチーム医療を通して再統合していく、といった発想の転換が必

要とされた。チーム医療がもたらす具体的な効果としては、疾病の早期発見・回復促進・重症化予防な

ど医療・生活の質の向上、医療の効率性の向上による医療従事者の負担の軽減、医療の標準化・組織化

を通じた医療安全の向上が挙げられた。チーム医療を推進するために、各医療スタッフの専門性の向上、

各医療スタッフの役割の拡大、医療スタッフ間の連携・補完の推進、といった方向を基本とし、関係者

がそれぞれの立場で様々な取組を進め、これを全国に普及させていく必要がある、とされた。

専門的な能力を持った医療スタッフが協働することにあたって、その協働形態や能力は変遷がある。

年代前半までは、ジェネラリストとして育成された人材によるチームアプローチを大学で教育する

ようになっていたが、 年代後半からはスペシャリストによる多職種チームを職能団体による専門資

格制度拡大等で教育するようになり、 年以降にはジェネラルマネジャーが育成され多職種チームに

加え専門職連携実践（ ）がされるようになり、専門教育と専門職連携教育（ ）が行われるように
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なった 。

この変遷は医療の発展にともなう医療従事者の増加に伴っている。病院での医療従事者は、この約

年間に病床 床当たり、看護師は 人（ ）から 人（ ）へ増加しており、医師 人

（ ）、事務職員 人（ ）、理学療法士 人、臨床検査技師 人、薬剤師 人、診療放

射線技師 人、作業療法士 人なども増加している。なかでも看護師は絶対数も最多の職種である。

そのため多職種連携による協働にあたっては、看護師は重要な位置にいると考えられる。

専門職連携 とは、複数の領域の専門職者が各々の技術と役割を

基に、共通の目標を目指す協働であり、その特徴は、各専門職間の関係がヒエラルキーに基づくもので

はなくフラットであること、各専門職種が自律した態度をとりながら協働することである、とされる 。

この能力を得るために、１９９０年の終わり頃から専門職の資格取得教育段階で連携について学ぶ機会

の必要性が政府においても指摘されるようになった（文部省 年、厚生省 年）。専門職連携教

育 は、保健医療福祉の専門職や専門機関同士の連携に関する教

育であり、複数の領域の専門職者が、ともに・相手から・互いに学ぶ機会で、コラボレーションを進め、

ケアの質を改善するものである 。

チーム理論

医療現場では、救命救急チームのようにリーダーの統率下に迅速な意思決定と役割を果たすものや、

緩和ケア支援チームのように院内システムとして機能するチーム、地域的な活動をするチーム、連携シ

ステム・地域社会としてのチームなど多様な形態があり、人・場面により意味するものが異なっている

と考えられる。そのため、チームをどのようなものと認識し定義するかは、役割や成果を明らかにする

ために意義がある。

集団は、特定の目的のために集まり互いに影響や依存をしあう人々により形成されている。ロビンス

は、ここで、メンバーが各自のスキルと責任において業務を遂行することを相互に助け合うことを目標

に情報を共有し交流する集団をグループとし、一方、メンバーが能力と努力を重ね合わせるようにして

集団的な業績をもたらすことを目標に活動することで相乗効果がうまれる集団をチームとしている 。

その他にもチームの定義が様々になされているが 、それらをまとめると、共有された目標に対してメ

ンバーの相補的な協働により相乗効果（シナジー）によるプロセスゲインをうみだせる集団がチームと

いえる。

協働の形態について、リーブスは４類型を示している。 ：チームのアイデンティティ、明確

さ、相互依存性、統合性、責任の共有などがあり、チームのタスクは、予測不可能、緊急、複雑。

：アイデンティティの共有と個人の統合は、チームよりも緩やか。 ：統合

と相互依存性は緩やか。個人間のある程度の説明責任の共有と、役割・タスク・目標の明確さが必要で

あるという点でコラボレーションと同様。 ：タスクは予測可能で、複雑ではなく、緊急ではな

いと見なされる 。

チームが活用される理由としては、多様なスキルや判断、経験を必要とされることに対応する際には、

個人よりもチームのほうが業績を上げやすいこと、従来の部組織や恒久的なグループ分けよりも、状況

の変化に柔軟かつ迅速に対応できること、結集・行動・変更・解散が迅速なこと、動機付けになること、

従業員が意思決定に参加しやすいことがあり、効率・質・成果・生産性などに対してポジティブな影響

があることは多数の研究がある 。
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集団による意思決定・行動の際の副作用

チームによる活動には有用性がある一方、集団による意思決定や行動に際してマイナスの効果をおこ

しうる事象が指摘されている。グループシンク（集団浅慮）とは、「コンセンサスをつくらねば」とい

うメンバーの中に生じている圧力により、多様性が制限され、さまざまな選択肢の検討がされなくなり、

独創的であったり、少数派や不人気であったりする意見が十分に表出されなくなる現象とされ、個人の

知的効率性、現実検証、道徳的判断が集団の圧力で衰えることを意味している 。 この状況では、意

思決定の欠陥がおき、問題の見極めが不完全になったり、情報収集が不十分であったり、望ましいとさ

れることへのリスクの検討が不十分になったりすることなどが起こりうる 。

社会的手抜きとは、個人ごとの努力が特定して評価される形で働くときにくらべて、チームの中で特

定されにくい状況では一所懸命に働かなくなる現象で、リンゲルマンの実験によって示されたものであ

る ）。この実験では、生徒がロープを引く力を、個人ごとに引く場合と 人のチームで引く場合とで

比べると、メンバーが出す力はチームの場合はひとりで引く場合の ％にしかならなかった。さらには

様々な研究で、ほかのチームのメンバーがただ乗りをしていることが分かった時に、自分たちが利用さ

れたように感じて、結果として努力をしなくなると考えられている。

集団による意思決定や行動では、これらのほかにもプロセスロスとなる落とし穴があることが示され

ている。一方、強いアイデンティティをもつ集団や、チームメンバー同士の協働やメンバーの貢献を必

要とするような複雑な課題ではプロセスゲインが起こりやすいことや、集団主義的な文化を持つところ

では社会的手抜きは起こりにくいことなども示されている 。 こういったことから、マネジャーは、

あくまでオープンなリーダーシップスタイルを追求すること、集団が外的情報源から孤立するのを避け

ること、孤立した集団は大局的視点や客観性を失いがちであること、時間的プレッシャーを感じると手

っ取り早い方法に訴え偽りのあるいは上辺のコンセンサスになること、秩序だった意思決定手続きを奨

励すること、集団による議論によりリスクの高い方向にシフトする場合があることを認識しておくこと、

などが対応としてあげられている ）。さらには、多国籍企業でもある が 年に公表した、社

内で効果的なチームの特徴を明らかにするためにおこなった研究の成果によると 、チームの効果性に

影響する因子として最も重要なものは、心理的安全性 であった。ここではチームのメンバーは自分の

発言や考えが非難されたりする不安があると能力を発揮しにくくなると考えられている。本人から見え

やすい損失と本人から見えにくい損失に対する不安とするならば、自己への非難などは見えやすい損失

となり、それぞれのメンバーが他者と関わる中で生じるいずれもの不安に対応したマネジメントにより、

心理的安全が確保されたチームとなると考えられる。

多職種チームのモデルと多職種連携・協働の理論

医療従事者は専門職としてのプライド・使命感・責任があり、個人個人の仕事に対するコミットメン

ト（やる気・責任・役割・決意）を持っているが、横の連携がない組織になじんできた人はチームで活

動しようとすると、自分の立ち位置がはっきりせず、どのように対応したらいいか分からない、自らの

存在感を感じにくいことなどから、チームへのコミットメントが持ちにくいとされる 。 この背景とし

て、医師を頂点とした階層構造・ヒエラルキーを構築しやすいこと、法的な業務独占であること、指示

による業務遂行の制度であるが包括的指示と個別的指示の解釈・範囲により役割の葛藤が起こること、

職種別の部署（看護部・薬剤部・リハビリテーション部・・・）それぞれに指示命令系統があること、

職種により資格養成・卒後の教育課程は異なること、等があげられ、個人が所属する職種への帰属意識・
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コミットメントに対して、組織全体やチームへのコミットメントが低いといった状況が起こりうる。そ

のような状況の中で、最大の医療職でもある看護職には、医療チームでの活動を意図的に実践する場を

設けることによって、専門職としての自律性を高め、より効果的な連携・協働を実践する能力を培うこ

とも期待される 。

対人援助のための多職種チームは、分野の異なる専門職が、クライエントおよびその家族などの持つ

ニーズを明確にした上で共有し、そのニーズを充足するためにそれぞれの専門職に割り当てられた役割

を、他の専門職と協働・連携しながら果たしていく少人数の集団、と菊池は定義している 。複数分野

の専門職からなる多職種チームが機能している際に、それぞれの専門職がチームでどのように役割を果

たしているかについて、 つのモデルが示されている。共通の問題に取り組むために、マルチディシプ

リナリー・モデルでは、特に短期的な問題解決に際して、チームの中で与えられた専門職としての役割

を果たすことに重点を置いた働きで、それぞれの専門性分野のなかで働く。インターディシプリナリ

ー・モデルでは、専門職が専門分野に基づいて協働・連携してチームの中で果たすべき役割を分担して

働く。トランスディシプリナリー・モデルでは、広範・長期的・横断的な課題や新たな局面に際して、

専門職が協働する際に、共有する概念的枠組みを用い、専門分野の理論、概念、アプローチを引き合わ

せて働く 。 それぞれのチームは固定した機能形態を持つばかりでなく、チームは与えられた課題

を達成するために最も適したモデルを用いるものでもあり、実際のチームは達成すべき課題の多様性ゆ

えに、多様なモデル（協働・連携の程度と役割開放の程度の様々な組み合わせ）を用いている可能性が

ある 。

多職種連携と教育の理論的背景には、協働論、組織論、行動主義、成人学習論、など社会学、教育学、

経営学、心理学など多くの分野がかかわっており、実践の場も多彩である 。

チェスター バーナードは主著の中で、組織と協働について述べている 。組織とは、２人以上の

人々の意識的に調整された活動や諸力のシステムであり、組織を成立させる必要十分条件は、共通目的、

協働意欲、コミュニケーションからなり、組織存続の 条件は有効性と能率である。個人が自由な意思

をもつ個人人格であるのに対して、組織は共同の目的に向かう集団人格であり、協働作業では個人と組

織の人格が常に併存しているが、矛盾することもある。そのため、適切なマネジメントを行うことが必

要になる 。

チームワークの質は、医療の質と安全に関わっている。どのような業種でも、分業を強調し、調整と

統合のメカニズムを無視する傾向が強い。しかし、多職種での相互依存が高い医療産業では、チームを

管理し、ケアを調整するための構造化された根拠に基づいた診療への投資が足りていない。現在の医療

領域でのチーム研究は、急性期治療と密接に連携した行動チームに焦点を当てており 、具体的な改

善成果として、多職種ラウンドの導入により、慢性心不全と肺炎の診療の質の指標は著明に改善し、外

傷患者の在院日数は短縮し、看護師と医師の間のコミュニケーションと意識の共有を改善し、 で薬

剤師がチームに加わると必要な薬の知識がチームに加わり処方箋が ％に減少したことなどがわかっ

ている。しかし、自動発生的に優れたチームワークが発生することが保証されているわけではなく、チ

ームワークが貧弱な場合には、役割の衝突が発生する可能性がある。また、複数の慢性疾患を抱える患

者が増える中、専門性に基づいた医療が複数の領域で行われるようになると複数のチームによる診療と

なっていくが、そのようなシステムで働くチームや個人にとって最も重要な能力についての研究は限ら

れている 。
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多職種連携・チーム活動のための能力

それぞれの専門性において有能な専門職がいることだけで多職種連携やチームが有効な活動ができ

るわけではなく、多職種連携・チーム活動のための能力があると考えられている。情報伝達を例にとる

と、情報の発信者側が意図した内容と受信者側が解釈した内容に誤りが生じることがある 。多職

種・チーム間で誤認を防ぐ教育・体制をとり、患者の引き継ぎや情報伝達に際して内容を体系・構造化

することで、個人及びチーム内の安全意識の向上を図り、コミュニケーションエラーによるインシデン

トの発生を抑制することが図られており 、日本リハビリテーション医学会のガイドラインにも記載

されている 。このような、チームワークを効果的に進めるコンピテンシー（リーダーシップ、コミュ

ニケーション、相互支援、状況モニター）とそれについての方策についてエビデンスが集積されている

ものとして、米国国防総省・米国医療研究品質局（ ）により開発されたものがあり、国内にも導入

され日本内科学会の研修カリキュラム にも掲載された 。

コンピテンシーとは、ある職務において卓越した業績を生み出す原因となっている個人の基底的特徴

とされる 。学校の成績がよいからといって、その後社会的に成功するよい仕事ができるとは限らず、

コミュニケーション能力・忍耐力・適度の目標設定・自我成長などが人生の結果に関わる能力の例とし

て挙げられ、そのような能力がコンピテンシーとされた 。多職種連携・チーム活動のためのコンピテ

ンシーとしては、アメリカでは 年に医科大学協会など６つの組織からなる委員会により、地域社

会及び地域住民重視の原則の下に患者中心のケアを提供することを中心として、専門職連携のための価

値観倫理、協働診療のための役割と責任、専門職連携のコミュニケーションの実践、専門職連携チーム

ワークおよびチーム診療の４領域を挙げている 。日本では、 年に日本保健医療福祉連携教育学

会等により、多職種連携コンピテンシーについてまとめられた 。これには、患者・利用者・家族・コ

ミュニティ中心と、職種間コミュニケーションをコアドメインにおき、コアドメインを支える つのド

メインとして、職種としての役割を全うする、関係性に働きかける、自職種を省みる、他職種を理解す

る、があげられている。コンピテンシーは、ことばや知識・技術といった道具を使い、異質な面を持つ

人々と相互に関わり、自律して大きな展望の中で計画や行動をして、を介して対象世界と対話し、異質

な他者からなる集団でお互いに関わり合い、自分をより大きな時空間の中に定位しながら人生の物語を

編む能力 として捉えられる。多職種連携のコンピテンシーは、専門性という属性を持つ個人個人が、

他の専門性を持つ人々との関わりの中で、共有する目的に向かった組織となって行動をしていけるよう

になる能力であり、個人・集団・組織に起こりうる現象や可能性を踏まえたマネジメントは、さまざま

な現場で直面する課題に応じたチームによる対応を促進すると考えられる。
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会 名 ： 第 回日本高次脳機能障害学会学術総会

会 期 ： 令和元年 月 日（木）

会 場 ： 仙台国際会議場

二次医療圏ごとの高次脳機能障害支援充実の方策について 
 

 
川上寿一 1 小西川梨紗 2 田邉陽子 2 三田村麻奈 2 宮川和彦 2  

中井秀昭 3 平井昭代 4 金子秀明 5 島田司巳 6 
 

（1 滋賀県立リハビリテーションセンター 2 社会福祉法人グロー 滋賀県高次脳機能障害支援センタ

ー 3藍野大学 4滋賀県立精神保健センター 5社会福祉法人さわらび福祉会 6滋賀県立障害者総合

診療所） 
 
 

【背景】高次脳機能障害はその特性に合わせた支援が求められているが、生活圏での長期的な支援の充

実が必要と考えられる。本県における取組についてはすでに高次脳機能障害専門相談支援員の養成、多

機関多職種のチームによる支援者支援について報告している。 
【目的】医療・福祉・教育・司法など様々な機関や他職種が有機的・多面的に関われる滋賀県における

支援体制を構築する一連の取組のうち、県内の 2 次医療福祉圏域（7 圏域）における体制充実をはかる

方策について報告する。 
【方法】県が設置している県高次脳機能障害対策推進会議（当事者・家族会、県立リハビリテーション

センター、県障害福祉課、県立精神保健福祉センター、高次脳機能障害支援センター（以下支援センタ

ー）、相談支援機関、保健所、就労支援機関などにより構成）における提案・協議に基づいて、各圏域

での体制充実を順次進めることとし、1 圏域でモデル事業（圏域支援体制整備事業）を実施。モデル事

業圏域以外の各圏域に対して、広域調整強化事業としてモデル事業による成果を活用しながら体制強化

を行う。 
【結果】県内７圏域のうち、平成 24 年から地域での学習会が定期的に行われていた圏域（A 圏域）に

着目した。学習会は、県立のリハビリテーション医療機関と地域の障害福祉事業所の合同勉強会を契機

に、地域の複数事業所の勉強会として開催されるようになっていた。A 圏域をモデル事業圏域として、

平成 27 年度から 3 年度にわたる県の委託事業として、圏域コーディネーターとなった相談支援事業所

により実施された。圏域の連絡調整会議は平成 27 年度に、連絡調整会議を 3 回、勉強会を 3 回、以降

継続して実施された。連絡調整会議は、受託相談支援事業所のほか圏域内の B 型作業所、就業・生活支

援センター、通所介護事業所、病院、行政、保健所により構成された。平成 28 年度に隣接圏域（２圏

域目）にて 5 回の準備会議と勉強会 1 回が開催され平成 29 年度に現状把握調査を実施され平成 30 年か

らネットワーク会議となった。３圏域目は平成 29 年度から福祉分野を中心とした研修会を実施し、研

修会の企画会議と合わせて圏域の課題整理を行った。４圏域目は平成 30 年に圏域コーディネーターと

なる相談支援事業所と保健所により事例、課題検討を実施、平成 32 年度に連絡調整会議の設置予定と

なった。５圏域目は平成 31 年に保健所と相談支援事業所などにて準備会議をおこない、基幹相談支援

センター、高次脳機能障害専門相談支援員認証取得者である脳卒中リハビリテーション認定看護師を中
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心に研修会を開催した。 
【考察】全県の支援センターにおける相談対応件数は増加傾向にあり、個々人に対しての継続的な支援

の必要性から、それを行える長期的な支援体制が必要と考えられ、その一環として圏域の体制充実を図

っている。地域での体制充実に当たっては、地域の特性に応じた方法を地域関係者とともに構築してい

く必要がある。 
【結語】滋賀県において全県における高次脳機能障害支援機能を充実させる活動のうち、県内の 2 次医

療福祉圏域における体制充実をはかる方策について報告した。より身近な地域での支援の強化や、支援

センターの機能が個別の直接支援から 1－2 次機関への支援や圏域体制構築などの広域間接支援を含め

たものへと発展的な変化をしていた。 
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会 名 ： 第 回日本高次脳機能障害学会学術総会

会 期 ： 令和元年 月 日（金）

会 場 ： 仙台国際会議場

アパシーのサブタイプに応じた実用的な能力の獲得を図った一例 
 

 
川上寿一 林美岐 川本潔 竹村壮司 

 
（滋賀県立リハビリテーションセンター 滋賀県立総合病院リハビリテーション科） 

 
 

【症例】特に既往のない 50 代女性、会社員（マネージャー職）。意識障害にて発症し、くも膜下出血の

診断、5 カ所に動脈瘤あり、2 日間に分けて手術された。術後 CT で左前頭葉に低吸収域出現、また水

頭症にて VP シャント術施行。71 病日に回復期リハビリテーション病棟に転入院。 
【経過】著明な四肢麻痺はなく歩行可能。整容／更衣に介助必要、排泄は失禁。ナースコールは使用で

きず。ドレッシングを何にかければよいかわからず、同じものを食べ続けていた。応答は 1－2 語文、

保続や錯語みられ、SLTA では復唱・音読は 80-100％可能であった。TMT-A1 分 10 秒、-B 困難、レー

ヴン色彩マトリックス検査 A9 AB9 B6、MMSE17/30 で減点は見当識、計算、遅延再生であった。書字・

紙箱折り・台ふきなどの軽作業を日課として設定すると、誘導が必要なところもあるが習慣化し、継続

できた。一人でトイレに行けるようになったものの、リハビリパンツと尿取りパットに失禁があり、自

らは交換されず職員が交換を介助していた。臀部の拭き残しを指摘しても拭き取る行動はみられず、交

換を拒んだり失禁を否定する言動もあり、家族からは退院後の排泄への不安が訴えられていた。背外側

前頭前野の損傷による行動計画の策定における障害によるものと考え、温存されている可能性のある情

動と行動の合理的な結びつける能力の活用を図った。具体的には失禁を指摘して対応を促す対応から、

きれいな方が良いこと、きれいにすることを合意・確認することと、ふき取りやパッドの交換は擬似物

を使用して練習する、という対応に変更し、排便は修正自立となった。 
【考察】アパシーのサブタイプ（Levy et Dubois.2006）の活用は、日常生活動作の遂行機能低下があ

る場面での活用においても有用である、と考えられた症例である。また、自発性の低下を症状として診

る際に、全般的な意欲や活動性の低下としてのみ捉えられてしまう可能性があるが、個別の目的行動に

おける自発性の要因も考慮する意義があるものと考えられた。 
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学 会 名 第 回日本地域理学療法学会学術大会

会 期 令和元年 月 日（土）、 日（日）

会 場 京都テルサ

「地域共生社会」に向けて活動できるリハビリテーション専門職の育成を目指して

－人材育成研修修了者の活動状況調査の結果から－

○高松滋生１）、田所愛理１）、乙川亮１）、高田佳菜１）、梅居奈央１）、宮本昌寛１）、

川上寿一１）、備酒伸彦２）

１）滋賀県立リハビリテーションセンター

２）神戸学院大学総合リハビリテーション学部

： 地域共生社会 リハビリテーション専門職、地域活動状況

【はじめに】

滋賀県立リハビリテーションセンターでは、「地域共生社会の構築」に資する人材育成を目的として、

リハビリテーション専門職（以下、リハ専門職）を対象に、地域共生社会実現に向けた既存事業への支

援、あるいは新たな事業の創出に向けた研修を行っている（平成 年度本学会にて報告済）。

今回、研修を修了したリハ専門職にその後の地域における活動状況を調査した結果に考察を加え報告す

る。

【調査目的・方法・対象】

調査は、研修を修了したリハ専門職が、その後地域において研修の内容を実践に活かせているかの把

握、また行政等とリハ専門職の連携・協働に係る現状の把握を目的に実施した。方法は、調査票をリハ

専門職に電子メールで送信し、記載後返信を依頼した。内容は、研修の学びを自施設での対象者への支

援に活かせているか、自施設での人材育成に活かせているか、市町や健康福祉事務所の事業に参画して

いるかなど 項目について調査を行った。調査は平成 年 月に実施した。対象は、平成 年度に

実施した「地域リハビリテーション人材育成研修」を修了したリハ専門職 名（ ： 名、 ： 名、

： 名）。所属機関の内訳は、医療機関が 名（ ）、それ以外では介護保険に係る事業所に所属

している者が 名（ ）あった。また、行政機関に所属する者が 名（ ）あった。

【結果】

調査は、研修を修了したリハ専門職全員から回答を得た（回答率： ）。①「研修の学びを自施設

での支援に活かせている」と回答したのは 名 、②「自施設での人材育成に活かせている」と

回答したのは 名（ ）であった。③「研修修了後、市町や健康福祉事務所（保健所）の事業に参

画している」と回答した者は 名（ ）、④「その中で学びを活かせている」と回答した者は

名（ ）であった。⑤参画している事業領域について 複数回答 は「高齢領域」が 名（ ）

で最も多く、次いで「障害領域」および「子供の領域」が各 名（ ）であった。また、⑥「参画

していない」 名について、「機会があれば参画したい」と 名（ ）が回答し、⑦参画機会が無
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い要因について 複数回答 、「行政からの依頼がない」（ 名、 ）、「情報やきっかけが得られない」

（ 名、 ）の他、「職場の人手不足」（ 名、 ）や「施設から許可が得られない」（ 名、 ）

などの回答があった。

【結論】

当センターの人材育成研修は、国が目指す「地域共生社会」の一助となるよう障害領域に軸足を置き、

市町などの行政と協働することができる人材を育成することを目的にした研修である。研修を修了し半

年を過ぎた時点での活動状況調査であるが、修了者の約半数が市町等行政の事業に関与している結果と

なった。高齢以外の領域で地域活動を実践するには、未だ周辺の環境が整っていない状況にあるが、小

児も含めて障害領域で行政と協働している修了者が存在する現状を鑑みると、地域において如何にリハ

専門職への期待が大きいかが伺い知れる結果であったと考える。

【倫理的配慮および 】

今回の演題について、調査を実施するにあたっては、その目的と結果の利用方法および回答は本人の

自由であること、また回答の有無や内容によって不利益などが生じないことを電子文書で明示し、回答

することにより同意を得たものとした。さらに、発表にあたっては個人が特定されないよう配慮した。

加えて、演題発表の内容に関連し、開示すべき 関係にある企業などはない。
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３．外部への協力 

 

（１）講師派遣等                              

 合計 12回 

日 時・場 所 内 容（テーマ） 主 催 派遣職員 

令和元年 5月 23日（木） 

滋賀県立長寿社会福祉センター 

福祉用具・住宅改修基礎セミナー 

「福祉用具・住宅改修に 

関する制度施策」 

滋賀県社会福祉協議会 南部康彦（理学療法士） 

令和元年 7月 13日（土） 

大津市 

大津市地域ケア会議研修会 大津市 乙川 亮（作業療法士） 

令和元年 7月 26日（金） 

近江八幡市 

八幡学区就学前教育講演会 近江八幡市立八幡小

学校 

田所愛理（理学療法士） 

梅居奈央（理学療法士） 

令和元年 8月 9 日（金） 

草津市まちづくりセンター 

自立支援にむけた 

ケアマネジメント 

滋賀県介護支援 

専門員連絡協議会 

乙川 亮（作業療法士） 

令和元年 9月 11日（水） 

守山市 

守山市ケアマネ研修会 守山市 乙川 亮（作業療法士） 

令和元年 10 月 9日（水） 

彦根市地域子育てセン

ターまんまるひろば 

子育てセミナー 

成長期に合わせた正しい

靴の選び方 

彦根市地域子育て支

援センター 

梅居奈央（理学療法士） 

令和元年 10月 16日（水） 
草津アミカホール研修室 

発達障害に関する支援者

講座 

滋賀県発達障害者支

援センター 

田所愛理（理学療法士） 

令和元年 11 月 9日（土） 

滋賀県立むれやま荘 

滋賀県高次脳機能障害支

援専門員養成研修 

滋賀県高次脳機能障

害支援センター 

川上寿一（所長・医師） 

令和元年 11月 20日（水） 

滋賀県立総合保健専門学校 

滋賀県立総合保健専門学校 

講義 

滋賀県立総合保健専門学校 髙田佳菜（ 保 健 師 ） 

令和元年 11月 27日（水） 

滋賀県立総合保健専門学校 

滋賀県立総合保健専門学校 

講義 

滋賀県立総合保健専門学校 髙田佳菜（ 保 健 師 ） 

令和元年 12 月 3日（火） 

滋賀医療技術専門学校 

滋賀医療技術専門学校 

作業療法学科 

講義「地域生活作業療法学Ⅰ」 

 

滋賀医療技術専門学校 宮本昌寛（作業療法士） 

令和元年 12月 11日（水） 

滋賀県立総合保健専門学校 

滋賀県立総合保健専門学校 

講義 

滋賀県立総合保健専門学校 髙田佳菜（保健師） 
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（２）国・県・市町および団体等主催会議への出席および問い合わせへの対応など 

合計 83 回 

日 時・場 所 内  容 主  催 派遣職員 

平成 31年 4月 22日（月） 

大津合同庁舎 7C 会議室 

平成 31 年度障害者総会支

援法等に係る市町新任職

員説明会 

県障害福祉課 髙松滋生（理学療法士） 

平成 31年 4月 24日（水） 

滋賀県庁 

平成 31 年度健康福祉事務

所長地方機関の長合同会

議 

県健康医療福祉部 川上寿一（所長・医師） 

 

平成 31年 4月 25日（木） 

リハビリテーションセンター研修室 

圏域地域リハビリテーシ

ョン支援事業に関する情

報共有打ち合わせ 

県健康寿命推進課

健康しが企画室 

髙松滋生（理学療法士） 

令和元年 5月 17日（金） 

大津合同庁舎7C会議室 

令和元年度統括保健師 

会議 

県健康寿命推進課 髙松滋生（理学療法士） 

髙田佳菜（ 保 健 師 ） 

令和元年 5月 27日（月） 

南部合同庁舎 

南部地域主要施策説明会 南部健康福祉事務所 川上寿一（所長・医師） 

令和元年 5月 29日（水） 

日野町役場 

日野町地域ケア個別会議 日野町 田所愛理（理学療法士） 

令和元年 5 月 31 日（金） 

草津市立市民交流プラザ 

自立排泄支援プロジェク

ト第 1回企画検討会議 

県医療福祉推進課 川上寿一（所長・医師） 

令和元年 6月 12日（水） 

県庁北新館 5B会議室 

住民主体の介護予防推進

のための市町地域マネジ

メント力向上支援事業 

キックオフセミナー 

県医療福祉推進課 田所愛理（理学療法士） 

乙川 亮（作業療法士） 

令和元年 6月 14日（金） 

滋賀県福祉用具センター 

第２回福祉用具セミナー 

・展示体験会企画会議 

滋賀県社会福祉協議会 山本容子（ 保 健 師 ） 

 

令和元年 6月 21日（金） 

滋賀県立むれやま荘 

滋賀県高次脳機能障害専

門支援チーム会議 

滋賀県高次脳機能

障害支援センター 

川上寿一（所長・医師） 

令和元年 6月 25日（火） 

滋賀県立文化産業交流会館 

滋賀県 POS協議会研修会 滋賀県 POS 連絡協議会 髙松滋生（理学療法士） 

田所愛理（理学療法士） 

髙田佳菜（ 保 健 師 ） 

令和元年 7月 5 日（金） 

東京都社会福祉保健医

療研修センター 

全国身体障害者更生相談

所長協議会総会 

全国身体障害者更

生相談所長協議会 

川上寿一（所長・医師） 

令和元年 7月 13日（土） 

大津市役所 

大津市地域ケア会議研修

会 

大津市 乙川 亮（作業療法士） 
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日 時・場 所 内  容 主  催 派遣職員 

令和元年 7月 22日（月） 

大津合同庁舎 7C会議室 

住民主体の介護予防推進

のための市町地域マネジ

メント力向上支援事業 

第 1回直接研修会 

県医療福祉推進課 田所愛理（理学療法士） 

乙川 亮（作業療法士） 

髙田佳菜（ 保 健 師 ） 

令和元年 7月 24日（水） 

県庁北新館 5B会議室 

我がまちの地域包括ケア

を考える研修会全体研修 

県医療福祉推進課 田所愛理（理学療法士） 

髙田佳菜（ 保 健 師 ） 

梅居奈央（理学療法士） 

乙川 亮（作業療法士） 

令和元年 7月 25日（木） 

守山市すこやかセンター 

住民主体の介護予防推進

のための市町マネジメン

ト力向上事業打ち合わせ 

守山市 乙川 亮（作業療法士） 

令和元年 7月 25日（木） 

リハビリテーションセンター 

研修室 

県庁地域リハビリテーション 

担当者・介護予防事業担当者会議 

県健康寿命推進課 

健康しが企画室 

川上寿一（所長・医師） 

髙木 靜（次長） 

他、事業推進係 

令和元年 8月 6 日（火） 

彦根市立病院 

自立排泄支援プロジェク

トワーキング 

県医療福祉推進課 川上寿一（所長・医師） 

 

令和元年 8月 7 日（水） 

竜王町役場 

我がまちの地域包括ケア

を考える研修 

県医療福祉推進課 乙川 亮（作業療法士） 

令和元年 8月 9 日（金） 

近江八幡市 

我がまちの地域包括ケア

を考える研修 

県医療福祉推進課 田所愛理（理学療法士） 

令和元年 8月 9 日（金） 

多賀町 

我がまちの地域包括ケア

を考える研修 

県医療福祉推進課 宮本昌寛（作業療法士） 

令和元年 8月 9 日（金） 

草津市 

草津市ケアマネ研修会 草津市 乙川 亮（作業療法士） 

令和元年 8月 19日（月） 

高島市役所 

高島市地域生活つむぎあ

いプロジェクト研修会 

高島市 髙松滋生（理学療法士） 

令和元年 8月 20日（火） 

栗東・草津・野洲市 

我がまちの地域包括ケア

を考える研修 

県医療福祉推進課 髙松滋生（理学療法士） 

令和元年 8月 21日（水） 

日野町役場 

日野町地域ケア個別会議 日野町 田所愛理（理学療法士） 

令和元年 8月 27日（火） 

甲賀市役所 

我がまちの地域包括ケア

を考える研修 

県医療福祉推進課 髙田佳菜（ 保 健 師 ） 

梅居奈央（理学療法士） 

令和元年 8月 28日（水） 

彦根・甲良・豊郷・愛荘 

我がまちの地域包括ケア

を考える研修 

県医療福祉推進課 宮本昌寛（作業療法士） 

令和元年 8月 30日（金） 

滋賀県立障害者福祉センター会議室 

滋賀県立障害者福祉セン

ター運営協議会 

滋賀県立障害者福

祉センター 

髙松滋生（理学療法士） 

令和元年 8月 30日（金） 

長浜市 

我がまちの地域包括ケア

を考える研修 

県医療福祉推進課 乙川 亮（作業療法士） 
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日 時・場 所 内  容 主  催 派遣職員 

令和元年 8月 30日（金） 

甲賀市役所 

住民主体の介護予防推進

のための市町マネジメン

ト力向上事業 

県医療福祉推進課 髙田佳菜（保健師） 

梅居奈央（理学療法士） 

令和元年 9月 2 日（月） 

高島市 

我がまちの地域包括ケア

を考える研修 

県医療福祉推進課 髙松滋生（理学療法士） 

乙川 亮（作業療法士） 

令和元年 9月 5 日（木） 

滋賀県庁 

令和元年度第 1 回むれや

ま荘あり方検討会議 

県障害福祉課 川上寿一（所長・医師） 

令和元年 9月 5 日（木） 

竜王町役場 

住民主体の介護予防推進

のための市町マネジメン

ト力向上事業打ち合わせ 

県医療福祉推進課 田所愛理（理学療法士） 

令和元年 9月 6 日（金） 

草津市立市民交流プラ

ザ 

第 2 回自立排泄支援プロ

ジェクト企画検討会議 

県医療福祉推進課 川上寿一（所長・医師） 

 

令和元年 9月 10日（火） 

リハビリテーションセンター 

研修室 

滋賀県 POS 協議会人材育

成プロジェクトチーム会

議 

県健康寿命推進課

健康しが企画室 

髙松滋生（理学療法士） 

田所愛理（理学療法士） 

髙田佳菜（ 保 健 師 ） 

令和元年 9月 12日（木） 

東近江市役所 

我がまちの地域包括ケア

を考える研修 

県医療福祉推進課 田所愛理（理学療法士） 

令和元年 9月 12日（木） 

米原市 

我がまちの地域包括ケア

を考える研修 

県医療福祉推進課 乙川 亮（作業療法士） 

令和元年 9月 14日（土） 

奈良県医師会館 

日本リハビリテーション

医学会近畿地方会幹事会 

日本リハビリテー

ション医学会近畿

地方会 

川上寿一（所長・医師） 

 

令和元年 9月 25日（水） 

守山市すこやかセンター 

第 1回長寿政策課・介護保

険課・地域包括支援センタ

ー意見交換会 

守山市 乙川 亮（作業療法士） 

令和元年 9月 25日（水） 

大津合同庁舎 7B会議室 

医療的ケア児・者に関する協議会 県障害福祉課 髙松滋生（理学療法士） 

令和元年 10 月 1日（火） 

草津市立市民交流プラ

ザ 

滋賀県自転車運転医療協

議会 

滋賀県運転医療協

議会 

川上寿一（所長・医師） 

 

令和元年 10 月 2日（水） 

滋賀県福祉用具センター 

第 3回福祉用具セミナー 

・展示体験会企画会議 

滋賀県社会福祉協議会 山本容子（ 保 健 師 ） 

令和元年 10 月 9日（水） 

ピアザ淡海 

ひたすらなるつながりフ

ォーラム 

滋賀県社会福祉協

議会 

梅居奈央（理学療法士） 

令和元年 10月 11日（金） 

ホテルプリムローズ大

阪 

近畿ブロック身体障害者

更生相談所長協議会 

近畿ブロック身体

障害者更生相談所

長協議会 

川上寿一（所長・医師） 
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日 時・場 所 内  容 主  催 派遣職員 

令和元年 10月 11日（金） 

大津合同庁舎 6E会議室 

住民主体の介護予防推進

のための市町マネジメン

ト力向上事業 

講師相談：守山・甲賀 

県医療福祉推進課 乙川 亮（作業療法士） 

髙田佳菜（保健師） 

令和元年 10月 12日（土） 

滋賀県立リハビリテー

ションセンター 

滋賀県高次脳機能障害講

習会実行委員会 

滋賀県高次脳機能

障害講習会実行委

員会 

川上寿一（所長・医師） 

令和元年 10月 16日（水） 

彦根市立病院 

自立排泄支援プロジェク

ト第 2 回人材育成ワーキ

ング（排尿支援員・排尿支

援リーダー） 

県医療福祉推進課 川上寿一（所長・医師） 

 

令和元年 10月 23日（水） 

竜王町役場 

住民主体の介護予防推進

のための市町マネジメン

ト力向上事業打ち合わせ 

県医療福祉推進課 田所愛理（理学療法士） 

令和元年 10月 25日（金） 

東近江能登川コミュニ

ティーセンター2 階会議

室 

高齢者の保健事業と介護

予防の一体的実施研修会 

東近江市 髙松滋生（理学療法士） 

乙川 亮（作業療法士） 

令和元年 10月 28日（月） 

高島市今津病院会議室 

滋賀県 POS 連絡協議会湖

西ブロック人材育成事業

事例検討会 

滋賀県 POS連絡協議

会（湖南ブロック） 

髙松滋生（理学療法士） 

令和元年 10月 28日（月） 

守山市すこやかセンタ

ー 

第 2回長寿政策課・介護保

険課・地域包括支援センタ

ー意見交換会 

守山市 乙川 亮（作業療法士） 

令和元年 10月 30日（水） 

今津老人福祉センター 

湖西高次脳研修会 滋賀県高次脳機能

障害支援センター 

川上寿一（所長・医師） 

令和元年 10月 31日（木） 

栗東市文化会館さきら 

滋賀県医師会医療安全研

修会 

滋賀県医師会 川上寿一（所長・医師） 

令和元年 10月 31日（木） 

甲賀市役所 

住民主体の介護予防推進

のための市町マネジメン

ト力向上事業 

甲賀市 髙田佳菜（ 保 健 師 ） 

梅居奈央（理学療法士） 

令和元年 11月 11日（月） 

滋賀県立むれやま荘 

第 1回県立むれやま荘 

運営委員会 

滋賀県立むれやま荘 南部康彦（理学療法士） 

令和元年 11月 12日（火） 

甲賀市役所 

住民主体の介護予防推進

のための市町マネジメン

ト力向上事業 

甲賀市 髙田佳菜（ 保 健 師 ） 

梅居奈央（理学療法士） 

令和元年 11月 15日（金） 

障害者支援センターかがやき 

県内施設間交流研修 障害者支援施設 

（旧療護施設） 

南部康彦（理学療法士） 

山本容子（保健師） 
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日 時・場 所 内  容 主  催 派遣職員 

令和元年 11月 20日（水） 

県庁北新館 3階 

5-E会議室 

第 1回障害者スポーツ 

推進事業実行委員会 

県県民生活部 

スポーツ局 

髙松滋生（理学療法士） 

令和元年 11月 22日（金） 

滋賀県福祉用具センター 

第 1回福祉用具センター 

運営委員会 

滋賀県社会福祉協議会 南部康彦（理学療法士） 

令和元年 11月 23日（土） 

草津総合病院 

滋賀県在宅医療セミナー 県医療福祉推進課 川上寿一（所長・医師） 

令和元年 11月 27日(水) 

大津合同庁舎 7A会議室 

県難病対策協議会 県健康寿命推進課 髙松滋生（理学療法士） 

髙田佳菜（ 保 健 師 ） 

令和元年 11月 30日（土） 

新宿パークタワー 

JRAT全国研修会 日本災害リハビリ

テーション支援協

会 

川上寿一（所長・医師） 

 

令和元年 12 月 2日（月） 

竜王町役場 

住民主体の介護予防推進

のための市町地域マネジ

メント力向上支援事業 

県健康寿命推進課 田所愛理（理学療法士） 

 

令和元年 12 月 7日（土） 

県立総合病院 

滋賀 JRAT研修会 滋賀 JRAT 川上寿一（所長・医師） 

令和元年 12月 11日（水） 

滋賀県福祉用具センター 

第 4回福祉用具セミナー 

・展示体験会企画会議 

滋賀県社会福祉協議会 山本容子（保健師） 

令和元年 12月 17日（火） 

守山市すこやかセンター 

第 3回長寿政策課・介護保

険課・地域包括支援センタ

ー意見交換会 

守山市 乙川 亮（作業療法士） 

令和元年 12月 19日（木） 

滋賀県庁 

令和元年度第 2 回むれや

ま荘あり方検討会議 

県障害福祉課 川上寿一（所長・医師） 

令和元年 12月 19日（木） 

大津合同庁舎 7D会議室 

住民主体の介護予防推進

のための市町地域マネジ

メント力向上支援事業 

第 2回直接研修会 

県医療福祉推進課 田所愛理（理学療法士） 

乙川 亮（作業療法士） 

髙田佳菜（ 保 健 師 ） 

梅居奈央（理学療法士） 

令和元年 12月 19日(木) 

滋賀県福祉用具センター 

福祉用具センター 指定

管理に係る実地指導 

県健康寿命推進課 

健康しが企画室 

髙松滋生（理学療法士） 

令和 2年 1月 12日（日） 

滋賀県立総合病院研究

所講堂 

令和元年度滋賀県 POS 協

議会人材育成事業キック

オフ研修会 

滋賀県 POS 連絡協議会 髙松滋生（理学療法士） 

田所愛理（理学療法士） 

令和 2年 1月 17日（金） 

大津合同庁舎 

滋賀県高次脳機能障害対

策推進会議 

県障害福祉課 川上寿一（所長・医師） 

令和 2年 1月 19日（日） 

メルパルク京都 

JRAT近畿ブロック会議 JRAT近畿ブロック 川上寿一（所長・医師） 
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日 時・場 所 内  容 主  催 派遣職員 

令和 2年 1月 22日（水） 

滋賀県立むれやま荘 

滋賀県高次脳機能障害専

門支援チーム会議 

滋賀県高次脳機能

障害支援センター 

川上寿一（所長・医師） 

 

令和 2年 1月 25日（土） 

北びわ湖グラッツェ 

滋賀県高次脳機能障害講

習会 

滋賀県高次脳機能

障害講習会実行委

員会 

川上寿一（所長・医師） 

令和 2年 1月 26日（日） 

草津総合病院 

京滋摂食嚥下世話人会 京滋摂食嚥下を考

える会滋賀県支部 

川上寿一（所長・医師） 

 

令和 2年 2月 5 日（水） 

草津市フェリエ南草津 

我がまちの地域包括ケア

を考える研修 実践報告 

県医療福祉推進課 田所愛理（理学療法士） 

乙川 亮（作業療法士） 

令和 2年 2月 12日（水） 

滋賀県福祉用具センター 

第 1回福祉用具セミナー 

・展示体験会企画会議 

滋賀県社会福祉協議会 山本容子（保健師） 

令和 2年 2月 14日（金） 

滋賀県庁新館 

7 階大会議室 

「住民主体の介護予防推

進のための市町地域マネ

ジメント力向上支援事業」 

全体研修会 

県医療福祉推進課 田所愛理（理学療法士） 

乙川 亮（作業療法士） 

髙田佳菜（ 保 健 師 ） 

梅居奈央（理学療法士） 

令和 2年 2月 19日（水） 

滋賀県立むれやま荘 

高次脳機能障害支援セン

ター運営協議会 

県障害福祉課 川上寿一（所長・医師） 

令和 2年 3月 16日（月） 

大津合同庁舎 6D会議室 

住民主体の介護予防推進

のための市町マネジメン

ト力向上事業 

事業評価 

県医療福祉推進課 田所愛理（理学療法士） 

乙川 亮（作業療法士） 

髙田佳菜（ 保 健 師 ） 

梅居奈央（理学療法士） 

令和 2年 3月 16日(月) 

滋賀県福祉用具センター 

福祉用具センター 指定

管理に係る実地指導 

県健康寿命推進課 

健康しが企画室 

髙松滋生（理学療法士） 

令和 2年 3月 16日（月） 

大津合同庁舎 

令和元年度第 3 回むれや

ま荘あり方検討会議 

県障害福祉課 川上寿一（所長・医師） 

令和元年 3月 23日（月） 

守山市すこやかセンター 

第 4回長寿政策課・介護保

険課・地域包括支援センタ

ー意見交換会 

守山市 乙川 亮（作業療法士） 
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（３）健康福祉事務所 保健所 の活動に対する協力（打ち合せ含む）

◆南 部 ・保健所事業打ち合わせ （ 月 日）

・保健所・県医療福祉推進課打ち合わせ （ 月 日）

・専門職研究発表会 （ 月 日）

・介護老人保健施設に対する実地指導

（ 月 日、 月 日、 月 日、 月 日、 月 日、 月 日）

◆甲 賀 ・打ち合わせ等 （ 月 日）

・保健所事業打ち合わせ （ 月 日）

・介護老人保健施設に対する実地指導（ 月 日、 月 日、 月 日）

◆東近江 ・保健所事業打ち合わせ （ 月 日）

・退院支援ルール保健所・近江温泉病院と打ち合わせ （ 月 日）

・日野町地域ケア会議 （ 月 日、 月 日）

・介護老人保健施設に対する実地指導（ 月 日、 月 日、 月 日）

・セラピストワーキング打ち合わせ （ 月 日、 月 日）

・東近江圏域高次脳機能障害医療福祉ネットワーク会議 （ 月 日）

・ 保健所合同進行性核上性・大脳皮質基底核変性症医療講演会

（ 月 日）

・東近江圏域高次脳機能障害従事者研修会 月 日

・セラピスト・ケアマネワーキング振り返り 月 日

・認知症研修会 （ 月 日）

・退院支援ルール評価検討会 （ 月 日）

・東近江圏域脳卒中会議 （ 月 日）

◆湖 東 ・保健所事業打ち合わせ   （ 月 日） 
・湖東圏域入退院支援ルール評価検討事業基礎研修 （ 月 日）

・湖東地域脳卒中地域連携検討会 （ 月 日）

・湖東リハ事業打ち合わせ

（ 月 日、 月 日、 月 日、 月 日）

・彦根市地域子育て支援センター講演 （ 月 日）

・湖東圏域地域包括ケア等担当者会議  
（ 月 日、 月 日、 月 日、 月 日、 月 日） 

・湖東地域脳卒中地域連携検討会ワーキング部会 （ 月 日）

・介護老人保健施設実地指導                      （ 月 日）

・湖東圏域入退院支援ルール評価検討事業合同会議 （ 月 日）
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◆湖 北 ・湖北圏域リハビリテーション連携推進会議   （4 月 23 日、5月 16日） 

      ・保健所事業打ち合わせ                 （4月 25 日） 

      ・第 1回湖北圏域リハビリテーション連携推進研修会・交流 （7月 31 日） 

      ・第 2回湖北圏域リハビリテーション連携推進研修会・交流 （9月 13 日） 

      ・湖北圏域介護保険分野研修会打ち合わせ         （8 月 19 日） 

      ・訪問リハビリテーション事業所実地指導         （10 月 1日） 

      ・介護老人保健施設に対する実地指導  

（10 月 15 日、11 月 5日、11 月 15 日） 

      ・デイサービス事業所実地指導          （10月 29 日、31 日） 

      ・介護保険事業所・ケアマネ研修                        （11 月 14 日） 

   

◆高 島  ・保健所事業打ち合わせ                  （5月 10日） 
    ・高島市つむぎあいプロジェクト研修会           （8 月 19日） 
    ・高島市ケアマネ研修                   （12 月 18日） 
    ・介護老人保健施設に対する実地指導            （2 月 26日） 

 

 

※ 神経難病に係る支援については、 

「Ⅳ リハビリテーション推進事業 ５.（３）神経難病に関わる支援事業」p47に記載。 

 

 

 

（４）障害者自立支援協議会への参会 

 

大 津  7 月 19 日、9月 20日、11 月 15 日、1月 24 日、3月 13 日 

南 部  5月 31日、10 月 4日、11 月 29 日 

甲 賀  4月 16日、5月 21 日、6月 18 日、7月 2日、8月 20日、10月 15 日、11 月 19日 

 東近江  4月 23 日、10 月 29 日 

 湖 東  5月 9 日、11 月 14日 

湖 北  5 月 15 日、8月 2日 

 高 島  5月 9 日、5月 30 日、9月 12 日、11 月 14 日、11月 28 日、1 月 9 日 

 県 域  6月 24 日、1 月 27日 
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この印刷物は、グリーン購入法適合用紙を使用しています。


